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1 「地球上でもっとも『楽園』に近い」とは、BS-TBS の紀行番組「【地球百景】豪華客船で


















































年 12 月に贈られた。しかしその 2 カ月後の 2010 年 2 月には、「核問題は死んだの
か」（Are N-issues dead?）そんな見出しをつけた記事が、マーシャル諸島の地元紙


































































                                                     

















































































［Howe et al. 1994: 4, Morison 1944］。 
14 
 
 1999 年の国勢調査の時点であるが、マーシャル諸島の人口は 5 万 840 人［RMI 










連信託統治領（国連憲章第 12 章）に組み込まれた。世界 11 の地域が信託統治領とな
ったが、太平洋諸島信託統治領（Trust Territory of the Pacific Islands: TTPI）は、
米国の軍事安全保障の観点から、国連憲章第 82 条に規定される「戦略地区」に世界
で唯一指定された。 














                                                     


















2008 年度のマーシャル諸島共和国の国家予算は 1 億 2330 万ドルであるが、米政府か
らの歳入が全予算の 65.7％を占めている11。マーシャル諸島は、独自通貨を発行して
おらず、米ドルが流通している12。 
 「アメリカ・イスラエル親善協会」（American-Israeli Cooperative Enterprise）
が発表している「国連で米国と投票行動が一致した上位 10 カ国」をみると、イスラ
エルや、パラオ、ミクロネシア連邦13などの名と共に、マーシャル諸島の名がある。











ではなく内務省の管轄下に置き続けている。内務省島嶼局（U.S. Department of the 







位 5 カ国は次のとおりである。マーシャル諸島の下線は、筆者が追記した。 
【2007 年】1 位：イスラエル（86.4％）、2 位：パラオ（77.2％）、3 位：マーシャル諸島（70.3％）
、4 位：キリバス（66.7％）、5 位：ミクロネシア連邦（65.0％） 
【2006 年】1 位：イスラエル（84.2％）、2 位：マーシャル諸島（81.8％）、3 位：パラオ（78.4％）、
4 位：ミクロネシア連邦（72.6％）、5 位：キリバス（66.7％） 
【2005 年】 1 位：イスラエル（90.5％）、2 位：ナウル（88.9％）、3 位：パラオ（77.0％）、
4 位：ミクロネシア連邦（74.6％）、5 位：マーシャル諸島（72.3％） 
【2002 年】1 位：パラオ（100％）、2 位：マーシャル諸島（97.9％）、3 位：イスラエル（92.6％）、
4 位：ミクロネシア連邦（89.8％）、5 位：英国（57.1％） 
16 
 










れ続けている［Yokwe Online 2009.06.29, ABC News 2009.08.04］。 
3 節 マーシャル諸島の米核実験  
67 回におよんだ米核実験  
 マーシャル諸島で、米国の核実験が開始されたのは、広島・長崎に原爆が投下され





マーシャル諸島で実施され、その総数は 67 回にもおよんだ。67 回におよぶ米核実験
の爆発威力は延べ 108 メガトンに達し、広島型の原爆に換算すれば、実に 7000 発以
上に相当する。第二次世界大戦で使われた砲弾や爆弾の威力は、広島・長崎原爆を含
めても計 3 メガトンであった［安斎ほか 2004：7］。第二次世界大戦の全体と比べて
もマーシャル諸島での核実験の総威力は 108 メガトンと、桁違いに大きいことがわか
る16。 
 1950 年 11 月には、エニウェトクで人類初となる水爆装置の爆発実験「マイク」（以
下、マイク）が実施された。さらに 1954 年 3 月、第五福竜丸らが放射性降下物を浴
びた「ブラボー」（以下、ブラボー）との暗号名がつけられた水爆実験も、ビキニで
実施された。 































 「ある 1 回の実験」とは、67 回実施された核実験のなかで水爆ブラボー実験を指
す。また「4 つの環礁」とは、核実験場のビキニとエニウェトクと、実験場ではない

























した。同問題は本論の 4 章で掘下げる。 
 マーシャル諸島共和国政府は、2000 年にこれまでの補償は「不十分である」と、








ないとの見解を、米政府は今もとり続けている［U. S. Department of State 2004:4, 
21］。 
 しかし式典には、米国が核被害を認めてこなかった、ブラボー実験の爆心地から東





















































































































けたと米政府が認めているロンゲラップの人びと［中原 2006、Johnston and Barker 
2008］は、人類学者による調査対象となってきた。 
                                                     
18 朝井らとはすでに共同研究に着手し、2011 年 6 月には環境社会学会で「軍事活動に伴う環
境被害」と題した部会企画を実施した。 
19 A report on the people of Rongelap and Utirik relative to medical aspects of the March 1, 
1954 incident injury, examination, and treatment, 1973 at University of Hawaii, Manoa 

























































































































線量測定と数値データの積み上げは、NHK の ETV 特集「ネットワークでつくる放
25 
 






































































































                                                     
24 2009 年 6 月 16 日都内で、筆者もいる中で池田眞規が語った言葉である。「被爆体験をど
う受け継いでいくのか」という議論の中での発言である。 
25 マーシャル諸島の現地調査は、以下の日程でおこなった。［］は主な滞在先である。 
１）2001 年 1 月 7 日～2 月 23 日 ［マジュロ環礁（首都）、ロンゲラップ環礁、クワジェ
リン環礁メジャト島（ロンゲラップの人びとの移住先）、同環礁イバイ島（ロンゲラップの人
びとほか）、アイルック環礁］ 
２）2001 年 4 月 22 日～7 月 20 日［マジュロ環礁、アイルック環礁、ウォッチェ環礁］ 
３）2003 年 8 月 18 日～10 月 9 日［マジュロ環礁、同環礁エジット島（ビキニ環礁の人びと
の移住先）、キリ島（ビキニ環礁の人びとの移住先）、エニウェトク環礁、クワジェリン環礁
イバイ島、ロンゲラップ環礁 
４）2004 年 2 月 24 日～3 月 12 日［マジュロ環礁］ 
５）2004 年 5 月 28 日～6 月 12 日［マジュロ環礁、アイルック環礁］ 
６）2006 年 2 月 26 日～3 月 27 日［マジュロ環礁、ビキニ環礁］ 
 以上 6 回の現地調査は、いずれも大学院在学中に実施した。他に 1998 年に約 1 カ月間、現
地調査をしたことがあるが、学部 4 年のときであり、本研究には含まなかった。 





 48 人のうち 39 人はアイルックの現地で証言を得た。アイルックでブラボー実験に
遭った人の名簿等の記録は一切存在しない。そうしたなかアイルック環礁アイルック
島に滞在し、2001 年 6 月に全 75 世帯（当時）を訪問し、ブラボー実験に遭った人を
探し、アイルックで水爆ブラボー実験を直接体験した 43 人を特定した。特定ができ




人の約 12%に相当する。48 人の内訳は男・女各 24 人であった。ブラボー実験当時の
年齢は、10 歳未満が 18 人（37.5%）、10 代が 17 人（35.4%）、20 代が 8 人（17%）、






アイルックの 48 人の人びとへの聞き書きは、2001 年に実施したものであるが、










2003 年 10 月、またもう一つの移住先であるマジュロ環礁エジット島で 2003 年 8 月
から 9 月にかけて実施した。 
 ビキニの人びとへの聞き書きは、核実験場建設に伴う強制移住を 1946 年に直接体
験した人の聞き書きを優先的に進め、実体験を 11 人から聞いた。核実験場前のビキ
ニでの生活や日本統治時代にまつわる話も聞いた。1946 年当時のビキニの人口は、











移住生活はどうであったのか、概ね 60 年代ごろまでについて、話は 19 人（内 9 人は
強制移住体験を持つ人）から聞くことができた。1970 年代以降の移住生活は、先の





ト島に移住した。このようなビキニに一時帰島した一連の体験は 3 人から聞いた。 









暮らしを立てている。エニウェトクの人びとへの聞き書きは、2003 年 9 月にエニウ
ェトクを訪ね実施した。 





たことになる。8 人のうち 7 人からは、移住後の生活状況も聞き、1952 年 11 月に実
施された史上初の水爆実験にまつわる話や、移住生活の窮状を訴える直接行動に出た
話も聞いた。 
 1980 年に帰島した時の話や、帰島後の生活は、7 人の他に、1950 年代、60 年代生
まれの 3 人を加えた計 10 人から話を聞いた。他にエニウェトク自治体の顧問弁護士
を務める米在住のダヴォール・ペヴェック（Davor Pevec）が、マーシャル諸島の首
都マジュロに滞在中、2003 年 8 月にインタビューをおこなった。 
 核実験場とされたビキニとエニウェトクと共に、放射性降下物による被曝を最も受
けたロンゲラップ環礁の地域社会の構成員（以下、ロンゲラップの人びと）の聞き書







メジャト島で 2001 年 1 月、また第二の都市であるクワジェリン環礁イバイ島で 2003
年 9 月におこなった。 
 1954 年の水爆ブラボー実験前に、ロンゲラップの人びとは避難措置は取られず直
接被曝した。実験の後に米軍基地に収容され、3 年後の 1957 年に再びロンゲラップ
に戻された。これらの体験をもつ人びとへの聞き書きを優先的に進め、当時ロンゲラ






いた。ロンゲラップの人びとへの聞き書きは、延べ 26 人におよんだ。 
 ここまで述べてきたように、アイルック、ビキニ、エニウェトク、ロンゲラップの
人びとを中心に聞き書きは進めた。それ以外では、元外務大臣のトニー・デブラム
（Toney Debrum）をはじめリキエップの 5 人およびウトリックの 3 人からも被曝に
まつわる話を聞いた。 
 また首都マジュロにある、マーシャル諸島短期大学の核問題研究所（Nuclear 
Institute, College of the Marshall Islands）、核被害補償法廷（Nuclear Claim 
Tribunal）、177 健康管理事業（177 Health Care Program）診療所、米エネルギー
省診療所に足を運び、関係者にインタビューをおこなった。地元紙のマーシャル・ア







                                                     






























ることは慣習法又は慣行に基づき合法ではないと第 10 条に規定されている。 
マーシャル人にとって土地とは、売買を通し得るものではなく、生まれながらにし
て付与される享有のものである。マーシャル人であるならば皆土地はもっている。「×










































［松島 2006：174-176］。沖縄県の久高島でも、土地の総有制が継承されている［内間 2007］。 
32 マーシャル諸島の土地制度について、本稿でも概説するが、より詳しくは、一先ず拙稿
［2010］を参照されたい。 
33 マーシャル諸島で公布されている Public Lands and Resources Act によれば、日本統治時
代に日本政府が管理下に置いた場所が、国有地や公共の土地になっている例はある。しかし国
有地はマーシャル諸島の土地制度の例外である。 




を運んだ。ビキニには、2006 年 3 月に訪れ、米エネルギー省の放射線量調査にも同
行し、水爆ブラボー実験の「グラウンドゼロ」の地にも足を延ばした。ロンゲラップ
には 2001 年 1 月と 2003 年 9 月に訪れて現況を観てきた。アイルックでは、2004 年
6 月にアイルックで開かれた核実験補償を求める住民集会に同席することができた。
首都マジュロでは、核被害を思い起こし、被害者を追悼する 3 月 1 日の関連集会に
2004 年と 06 年に参加した。核実験補償を米政府に求める住民の抗議活動にも 2003










































科学アカデミー」（The National Academy of Sciences）、ハワイ州の「ハワイ大学
マノア図書館」（University of Hawaii at Manoa Library）で収集した。また米エネ
ルギー省が管理運営している”Department of Energy Open Net System”37などの検
索システムを用いてインターネット上からも米公文書の収集を進めた。 
米国立公文書館の資料収集は、核開発を主管してきた「米原子力委員会」のレコー
ド・グループ（RG）である”Records of the Atomic Energy Commission”からまず着
手した。その後、信託統治領を所管していた内務省のレコード・グループであ
る”Records of the Office of Territories”にも広げ資料収集をおこなった。同時に、ア
ーキビストのアドバイスや ARC (Archive Reserch Catalog)のデータベースを手掛か











































6 節 本研究の構成  












年 2 月 20 日）からの引用であるが、大田氏とは 2008 年 5 月に、米公文書館で直接お会いし、
二人で話をする機会に恵まれたが、その時にも住民の証言とともに、米公文書さらには、字史

















指摘を踏まえ、2 章から 5 章にかけて、マーシャル諸島の米核実験をめぐる歴史的経
過を地域社会ごとに検証し、核被害実態の解明に取りくんでいく。 
















たのが、1954 年 3 月 1 日の水爆ブラボー実験の第五福竜丸であった。 























































ーシャル諸島の核実験被害像の見直しを 5 章は提起する。 







 1 章 終わりなき核被害  
1 節 「美しい景色」  




 ビキニは 23 の小島が輪のように連なり、その内側に穏やかな湖のようなラグーン
が広がる環礁である。23 の小さな島々を合わせた陸域はわずか 6 平方キロであるが、
一方ラグーンは陸域の約 100 倍におよび、琵琶湖の面積に匹敵する。 
 ビキニの空港には「ようこそ美しい島ビキニへ」の看板が立てられていた。BIKINI
の文字の両隣に描かれている星印（★）はそれぞれ島を意味する。向かって右の星三



















2 節 「核の難民」として生きる  


















る人びとの存在が「国内避難民」(IDP: Internally Displaced Person)と呼ばれ、国連
難民高等弁務官（UNHCR）は、IDP にも援助を拡げている［墓田 2003］。また環
境が破壊され居住地を離れなければならなくなった人びとが「環境難民」と呼ばれ、















































バモア米国立研究所（Lawrence Livermore National Laboratory）の国家核安全保





                                                     




る。歴史と使命は、”About LLNL”を参照。表紙上のLawrence Livermore National Laboratory

























当時、82 人が暮らしており、内 4 人は、胎児をみごもっていた。 







 エジット島での移住生活は 3 年にわたった。1957 年、米原子力委員会から帰島を
促された住民は、ロンゲラップに戻った。そして 1985 年までの 28 年間、自分たち
の土地であるロンゲラップで生活を営んだ。 


























































ている人に限定される旨が、マーシャル諸島共和国憲法の第 10 条（ARTICLE X: 
TRADITIONAL RIGHTS）に規定されている。 
市場価値がつけられないマーシャル諸島の土地制度は、経済成長の阻害要因になっ
ているとの認識が、アジア開発銀行の報告書［Holden et al. 2003］ではみられる。
しかし、マーシャル諸島の人びとにとって土地とは市場価値を超えた価値をもつもの
なのである。 
 水爆ブラボー実験から約 2 カ月経た 1954 年 5 月、国連信託統治理事会に「破壊的
兵器の実験をいますぐ全て停止すること」を求める請願書（Petition from the 






































































3 節 「NO PLACE LIKE HOME」  
インフラ整備の進展  











 キリ島の小学校49は、「コンクリート製で頑丈な上、すべての教室の天井に 4 つず
つ扇風機がついているし、図書室にはクーラーまであり、‥‥オフィースにはコピー
機、印刷機、パソコン、テレビデオまである」、「全学年単学級で、全生徒は約 160




建物がコの字型に並び、4 人のマーシャル人が複式学級で教えている。  
                                                     
48 アイルックの暮らしぶりは、拙稿「アイルックを訪ねて」（中原・竹峰 2007：53～98 所
収）を参照されたい。 
49 マーシャル諸島の教育制度は、米国と同じ「8・4 制」である。義務教育は小学校（初等教








どではない。しかし、21 世紀に入りメジャト島から小型ボートで 10 分ほどのエレナ





















る。ビキニの人びとが暮らすキリ島の面積は、1 平方キロにも満たない 0.93 平方キロ
（0.36 平方マイル）［Niedenthal 2001:176］である。ロンゲラップの人びとの暮ら
すメジャト島はさらに狭く、わずか 0.23 平方キロ［中原 2006：21］である。人口は
流動性があるが、キリ島には 1000 人前後50、メジャト島には 350 人前後51が暮らす。 
                                                     
50 キリ島の人口は必ずしも明確ではない。2001 年 9 月 1 日現在、ビキニ自治体は 1100 人と
いう数字を出している［Niedenthal 2001:177］。2001 年 9 月から 2 年弱、青年海外協力隊
員として、キリ島に赴任した多田知恵子は「キリに住むビキニアンは 700 人とも 1000 人とも



































                                                                                                                                                       
51 メジャト島をフィールドにしている人類学者の中原聖乃は、2002 年 10 月 1 日現在、メジ




































に相当する生活空間がない。ビキニ環礁には東京 23 区がほぼすっぱり入る 600 平方
キロ弱のラグーンが広がっていたが、移住先のキリ島にラグーンはない。ロンゲラッ
プ環礁にはビキニよりも広い大阪市の 5 倍に相当する約 1000 平方キロにおよぶラグ
ーンがある。しかし移住先のメジャト島はラグーンに面してはいるものの、クワジェ



























はない。「No Place Like Home」（故郷のような場は他にはない）、2004 年水爆ブ
ラボー実験から半世紀を迎えた記念式典会場に掲げられていた、一枚の絵画に刻まれ
ていた言葉である。 
4 節 「我らの文化を奪った爆弾」  

























































































































島に暮らす若干 26 歳（2003 年 8 月現在）の男性も、「昨年、補給のためにビキニに
初めて立ち寄った。ビキニは捨て去るべき地ではないと思った」と語る。キリ島でも、






























曝は、その土地に根づいていた文化を破壊し続けるのである。2003 年 9 月、核被害
者団体「エラブ」（ERUB）が、駐マーシャル諸島米大使館前に集結したとき、ある
一つのプラカードに、「我らの文化と島を奪った爆弾」との訴えがあった。 















































































































ャル諸島全国甲状腺疾患疫学調査研究が実施された。1993 年から 97 年まで 7172 人
を対象とした住民調査で、甲状腺結節性病変と甲状腺癌の有病率が高いことが指摘さ
れている［Takahashi et al. 2001: XV, XVII］。 
 がんに関しては、ニール・パラフォックス（Neal A. Palafox）らが、米国がん協会
(The American Cancer Society)の学術誌 CANCER に発表した論文［Palafox et. al 
1998］がある。同論文によれば、「マーシャル諸島のがんの発症率は、1985 年から
94 年にかけての同時期の米国と比較し、事実上すべての種別で高」く、「肺がんは、
男性 3.8 倍、女性 3.09 倍、子宮がんは 5.8 倍、肝臓癌は男性 15.3 倍、女性 40 倍」
に及ぶという。また「1946 年から 1958 年の間に被曝したマーシャル人の間で、約
500 件の癌が今後発生する」［Division of Cancer Epidemiology and Genetics 


































                                                     
55 ウトリック環礁の人口は、1999 年の国勢調査時には 433 人であった。 
56 Jonston et al. [2008]の p.57 の手前に、ウトリックで相次いだ異常出産にまつわる写真が 1
枚掲載されている。インターネット上では、“Marshall Islanders Affected by US Nuclear 



































に 1 回、渡米し、ローレンス・リバモア研究所で研修を受ける。 













































































年 7 月 9 日）のなかで、核被害の永続性は、既に予見されていた。「瞬間的に死ぬの































2 章 核実験場の選定とビキニとエニウェトクの人びと  








 米政府の核実験場選定過程に注目し、1954 年 3 月 1 日の水爆ブラボー実験に至るま
での核実験の経過を、実験場とされたビキニとエニウェトクの人びとの「その後」と
重ねながら、本章は検証する。 













































 エニウェトク環礁の三つの島に総勢 3400 人の日本軍が駐留していた。エンジェビ
島に 1200 人、パリー島に 1300 人、エニウェトク島に 900 人である。1944 年 2 月 18
日から 20 日にかけ、米軍は艦砲射撃と併せ、延べ 1 万 179 人の部隊を投入し、上陸
作戦が展開された。エンジェビ島は 7 時間、エニウェトク島は 1 日半、パリー島は 10
時間半におよぶ地上戦の末、日本軍は陥落した。米側の犠牲者は、エンジェビ島で死
者 80 人、エニウェトク本島で 105 人であったのに対し、日本軍は総勢 3400 人のうち
3334 人が戦死した。生き残ったわずか 66 人は、全員米軍の捕虜になった。 
                                                     
60 日本統治下のミクロネシアに関しては、松島［2007：34～77］を参照されたい。 
61 太平洋戦争下のミクロネシアの島々については、松島［2007：78～97］を参照されたい。 
62 クワジェリン環礁での戦闘をまとめた米国側の二次資料としては、Bell Telephone 
Laboratories ed. [1981]がある。 
63 “Eniwetok Atoll” attached to Davis, O. Thomas, “Tactical Effects of Bombardment 
Committee Reports－20 October 1944” in Box 152, NM-84 Entry 487, Series Title:  
Security-Classified Office File of Gen. W. A. Borden, Director of the New Developments 








































66 Tobin, Jack A. PRELIMINARY ANTHROPOLOGIST'S REPORT - BIKINI ATOLL 



































                                                     
67 From H. P. Gibson, Memorundum for Members, Joint Committee on New Weapons and 
Equipment, 18 Auguest 1945 and 27 Augest 1945 in File: Top Secret Material, Presidental 
Board for Security of U.S., Joint New Weapons Committee, Subject Files 1942-46, Box 4, 









































1947:16］と、戦後初の核実験を実施した第一合同任務部隊の公式記録 Bombs at Bikini: 







・一番近い都市から少なくとも 300 マイル［約 480 キロ］離れた場所（空中に放
出され放射性物質が風下の人びとを危険に晒すかもしれない）。 





 以上の 5 条件の他に、核実験の場所の選定にあたって大前提があったことが、米国














 同公文書は、ウィリアム・S・パーソンズ（William S. Parsons）が 1946 年 9 月 24
日に発言した内容を記録したものである。パーソンズは、技術者で米海軍少将の地位
に当時あり、戦後の核実験計画の中心的な役割を果たした。ロスアラモス研究所の副
                                                     
69 “Operation Crossrads” address by W. S. Parsons at Fort Belvoir, Virginia, 24 
September 1946 in Armed Forced Special Weapons Project Office of the Historian Reports 





 広島・長崎原爆から 3 カ月後の 1945 年 11 月、核実験計画を詰めていくために、米










 しかし資料収集をするなかで、Joint Chiefs of Staffのレコード・グループから、ある
興味深い文書が見つかった。”Discussion of Navy Tests”［NARA:RG218］71と題された
文書である。同文書から、核実験にむけた重要な会合が 1945 年 12 月 20 日に召集さ
れていたことが浮かびあがる。広島・長崎の原爆投下から 4 カ月が経過したころで、
ビキニ住民に立ち退きを要請するおよそ 50 日前のことである。 
 議長を務めたのは、マンハッタン計画の副責任者であった陸軍のトーマス・ファー











タン工兵管区は、原爆投下でもって解散したのではない。1947 年 1 月 1 日の原子力委員会が
誕生し、担っていた機能が原子力委員会に移管されるまで、戦後もマンハッタン工兵管区は存
在し続けたのである。 
71 “Discussion of Navy Tests”, 20 December, 1945 in File: Navy Tests, Central Decimal 
File 1951-53,Entry UD10, Box 162, RG 218 at NARA, College Park.  
70 
 












 1945 年 12 月 20 日に、ビキニ環礁が核実験場の場所として勧告されたのである。ビ
キニの人びとは、その時点では何も知らされてはいなかった。翌 1946 年 1 月 10 日に
は、トルーマン大統領が実験計画を承認した［Shureliff 1947:13］。 
 現地の住民に一切承諾を得ることなく、ビキニへの核実験場選定作業が着々と進め











グ・ジュダ」に変えられた［Kiste 1974:31, Weisgal 1994:112］73。 
                                                     
72 “Discussion of Navy Tests”, 20 December, 1945 in File: Navy Tests, Central Decimal 

















 3 月 3 日の日曜日、ビキニで最後となる教会の礼拝が開かれた。「人びとは洗濯仕
立てのシャツやドレスを着て、故郷の地での最後の礼拝に参加した。しかし、教会は
解体されてすでになかった」［豊崎 2005：上 55］。「アングルが良くない」など、
取材陣が満足するまで、礼拝は 3 度繰り返された74［Kiste 1974:32］。 




















                                                     
74 繰り返された礼拝の回数は 2 回との説もある［Weisgal 1994:112］。 
72 
 














務部隊」（Joint Task Force One）が編成された。実に 4 万 2000 人が米本土から派遣さ
れた。 
 「主」が去ったビキニ環礁では核実験の準備が急ピッチで進められた。住民が移住
























される艦船は 97 隻におよぶ」［NARA:RG313］76と、1946 年 3 月 20 日報道関係者向
けに発表された。「酒匂」をはじめ 22 隻の標的艦の甲板には、ヤギ 204 頭、豚 200
頭、大型ネズミ 5000 匹、小型ネズミ 200 匹などの動物が置かれた［Weisgal 
1994:120-121］。 








赴いた。［Weisgal 1994:141］。米議会からも 15 人の上下両院議員が駆けつけた。さ





空機に指令が飛ぶ。「『‥‥実爆弾投下 2 分前。注意。実爆弾投下 2 分前。全員保護
眼鏡を用意。全員保護眼鏡を用意』、それから遂に「‥‥待機せよ‥‥（永遠の如き
長い時間）‥‥投下、投下、投下、投下、投下」［ブラッドリー1949：59～60］。 









76 For Immedeate Release to Press and Radio from Advanced Headquaters, Joint 
Army-Navy Task Force One, 20 March 1946 in Trust Territory of the Pacific Islands 
General Administration, Files of the office of the High Commissioner 1946-1951, Entry 
341, Box 6916, RG313 at NARA, College Park. 
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77 “Operation Crossrads” address by W. S. Parsons at Fort Belvoir, Virginia, 24 
September 1946 in Armed Forced Special Weapons Project Office of the Historian Reports 



























 7 月 25 日「第 2 回実験日。‥‥標的艦の上空を飛び時間が来ていた。‥‥刻々と強
まる放射能のかん高い絶叫となる。ガイガー計数管の指針がぐんと目盛盤を振り切っ
てしまう。‥‥遂にわれわれに指令があった。『‥飛行中止。放射‥‥。風上に退避
して次の指令を待て』」［ブラッドリー1949：102-109］、7 月 29 日「海水は次第に
放射能を増していることを発見した」［ブラッドリー1949：114］、8 月 2 日「放射能
潜伏の理由で艦船の大部分は依然として停泊命令を受けていた」［ブラッドリー
1949：116］。 
 8 月 3 日「甲板上に二、三分しか立っていられないのに、見たところほかの甲板と
ちっとも違っていない。空気を吸うにもガスマスクをつけなければいけないというの
                                                     
78 “Abriged Crossrads Public Information Policy” by Joint Task Force One in File: Navy 
Tests, Central Decimal File 1951-53,Entry 00UD10, Box 162, RG 218 at NARA, College 
Park. 



































                                                     
80 Subject: Request for Taking High Altitude Air Samples During Forthcoming Atomic 
Bomb Tests, From L. R. Groves to Commanding General, Army Air Forces, 4 March 1946 
in Operation Crossroads, Dec. 1945- Sept. 1946, Box 24, Entry 4, RG 77 at NARA, College 
Park.  
81 Memorandum for the Commanding General, Army Air Forces, from H. C. Gee, 28 
Augest 1946 in Operation Crossroads, Dec. 1945- Sept. 1946, Box 24, Entry 4, RG 77 at 
NARA, College Park. 
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 第一合同任務部隊から、1946 年 4 月 16 日報道機関に、ビキニの人びとの状況を伝
える次のような情報が流された。「‥‥ビキニの人びとは故郷が原爆実験場のため、










湖の大きさはそれぞれ、ビキニのおよそ 4 分の 1 のサイズであった83。環礁内のすべ
ての島々を足し合わせた陸域面積は、ビキニが 6.01 ㎢に対し、ロンゲリックは 1.68
                                                     
82 For Immedeate Release to Press and Radio from Advanced Headquaters, Joint 
Army-Navy Task Force One,16 April 1946 in Trust Territory of the Pacific Islands 
General Administration, Files of the office of the High Commissioner 1946-1951, Entry 
341, Box 6916, RG313 at NARA, College Park. 






リックは 143. 49 ㎢にすぎなかった。 
 そもそもビキニの人びとの移住先とされたロンゲリックは、定住者がおらず、近隣
のロンゲラップから 2、3 世帯が、時どき数週間滞在する程度であった［UH: 




























                                                     















































































                                                     
86 Title: Protest Letters and Pettitions 1946 relating to the Atomic Bomb Experiment 
Conducted During Operation Crossroads in Boxes 214-223, Entry 49, RG 374 at NARA, 
















 1947 年 2 月 26 日、米国から出されていた「旧日本委任統治諸島の信託統治協定」
（Trusteeship Agreement for the former Japanese Islands、以下信託統治協定）［United 


























 1947 年 7 月、マーシャル諸島を含む旧日本委任統治領土は、国連の信託統治領・戦



















 1947 年 11 月 30 日、クロスロード作戦に次ぐ「太平洋での爆発実験作戦の動きが漏
れた。APとINS両通信社のホノルル特電である。両社とも 24 時間は抑えてもいいと
承知してくれたので、マーシャルの同意を得て明日新聞発表をすることにした」と、









                                                     
87 MEMO TO THE PRESIDENT, SUBJECT: TEST OF ATOMIC WEAPONS, Aurtor: 
Lilienthal, D.E., 1947 Nov 20 inDepartment of Energy OpenNet System.  
88 INFORMATION FOR THE PRESS PREPARED IN COLLARBORATION WITH THE 
DEPT OF STATE + THE NATIONAL MILITARY ESTABLISHMENT TO SUPPLEMENT 
THE STATEMENT OF THE US AEC ON THE ESTABLISHMENT OF PACIFIC 










年に米エネルギー省から出された Origins of the Nevada Test［Fehner et al. 2000:35-38］
に次のように記されている。「海外からの批判を恐れ、信託統治領となった太平洋諸
島で引き続き核実験を行うことに国務省から憂慮する声があがったが、マーシャル諸
島以外に他の選択肢はほとんど存在しなかった」［Fehner et al. 2000:37］。後に大統
領となる「ドワイト・D・アイゼンハワー将軍が、米大陸での実験は大衆に恐怖を与
え問題を引き起こすと述べ、ニューメキシコのトリニティ実験場に戻ることに、米統





 1947 年 12 月 1 日、エニウェトク環礁及びその領海は閉鎖された［DOE OpenNet: 
NV0029637］89。信託統治協定第 13 条に基づく、安全保障上の理由からの閉鎖区域の












                                                     
89 MEMO TO CHIEF OF NAVAL OPERATIONS, SUBJECT: DANGER AREA IN THE 
VICINITY OF ENIWETOK ATOLL, Author: WILSON, C.L., 1947 Dec 23, Department of 
Energy OpenNet System. 
90 LETTER FROM REPRESENTATIVE OF THE UNITED STATES ADDRESSED TO 
PRESIDENT OF THE SECURITY COUNCIL DATED 2 DECEMBER 1947 AND 








 1948 年 4 月 14 日、サンドストーン作戦は、「エックスレイ」と名付けられた原爆







者 30 名のみに限定された［DOE OpenNet: NV0409236］91。厳格な機密管理体制が軍





















                                                     
91 NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: DECISION ON AEC 9/3, ALLOCATION OF 
COMMISSION OBSERVER SPACE FOR OPERATION SANDSTONE, Author: SNAPP, 










































































                                                     
92 From Governer Marshall Islands, To the High Commissioner, Trust Territory of the 
Pacific Islands, Subject: Public Informaiton re Eniwetok Natives: Background Data for, 11 
December 1947 in File: Secret 1948, Trust Territory of the Pacific Islands General 
Administration, Files of the office of the High Commissioner 1946-1951, Entry 341, Box 


































生活は 32 年半にもおよぶのであった。 




















ィーンは、1950 年 12 月 13 日付の書簡で述べている。 
 ラスベガス射撃場であったネバダが米本土の核実験場に選定され、1951 年 1 月 27
日に同地で初めてとなる核実験が実施された。「レインジャー作戦」と呼ばれた実験






れた。ネバダの核実験広報資料（1957 年 7 月改訂版）には次のように説明されている
［DOE OpenNet: NV0410810］96。 
 
                                                     
93 SUGGESTIONS FOR INCLUSION IN THE ENVIRONMENTAL IMPACT 
STATEMENT FOR THE ENIWETOK ATOLL CLEANUP, Author: LEACHMAN, R.B., 
1973 Apr 30 in Department of Energy OpenNet System.   
94 GREENHOUSE REF: MCCORMACK'S MEMO TO TYLER, Author: BRADBURY, N. 
E., 1950 Jul 21 in Department of Energy OpenNet System.     
95 ATOMIC ENERGY COMMISSION LOCATION OF PROVING GROUND FOR 
ATOMIC WEAPONS NOTE BY THE SECRETARY, Author: SNAPP, R. B., 1950 Dec 13 
in Department of Energy OpenNet System.   
96 BACKGROUND INFORMATION ON NEVADA NUCLEAR TESTS, 1957 Jul 15 in 








核兵器の実験が求められた背景には、ソ連の存在があった。1949 年 9 月ソ連は初とな
る原子爆弾の実験をセミパラチンスクでおこなった。米国の核兵器の独占体制が崩れ











ンは説く［DOE OpenNet: NV0044184］98。 











 さらに翌 1952 年に「アイビー作戦」と名付けられた連続核実験が 2 回引き続きエ
ニウェトクで行われた。「マイク」と「キング」との暗号がつけられた実験である。
1952年 10月 31日に実施されたマイクでは、巨大な水爆装置の爆発実験が行われた［オ
                                                     
97 SUGGESTIONS FOR INCLUSION IN THE ENVIRONMENTAL IMPACT 
STATEMENT FOR THE ENIWETOK ATOLL CLEANUP, Author: LEACHMAN, R.B., 
1973 Apr 30 in Department of Energy OpenNet System. 
98 SUGGESTIONS FOR INCLUSION IN THE ENVIRONMENTAL IMPACT 
STATEMENT FOR THE ENIWETOK ATOLL CLEANUP, Author: LEACHMAN, R.B., 
1973 Apr 30 in Department of Energy OpenNet System. 
90 
 





 核実験マイクは 10 メガトンの破壊力に達し、爆心地のエルゲラップ島は蒸発し、




年 12 月、原子力委員会の第 34 回「生物学・医学諮問委員会」（Advisory Committee for 
Biology and Medicine）で、メリル・アイゼンバット（Merril Eisenbud）は報告してい
る［DOE OpenNet: NV0711867］100。「第 1 回目の爆発から 50 日間のデータがまと
められ、北半球のすべての観測所で低い放射性降下物が示された」と、アイゼンバッ





ことが、国防総省核兵器局が 1983 年に作成したFact Sheet: Operation IVYで、次のよう
に記されている［DOE OpenNet: NV0402495］102。「墜落機の救助に飛び立った軍用
機の搭乗員 7 名が、同作戦時の最大許容線量（3.9 レントゲン）をかなり上回る、10
レントゲンから 17.8 レントゲンの放射線被曝に至った」、「マイク実験の写真撮影に
従事するなか、‥‥12 人の搭乗員もまた、放射性降下物の破片を受け限度を超える被





                                                     
99 SUGGESTIONS FOR INCLUSION IN THE ENVIRONMENTAL IMPACT 
STATEMENT FOR THE ENIWETOK ATOLL CLEANUP, Author: LEACHMAN, R.B., 
1973 Apr 30 in Department of Energy OpenNet System. 
100 MINUTES ADVISORY COMMITTEE FOR BIOLOGY AND MEDICINE 
THIRTY- FOURTH MEETING, Dec 5 and 6, 1952 in Department of Energy OpenNet 
System.  
101 MINUTES ADVISORY COMMITTEE FOR BIOLOGY AND MEDICINE 
THIRTY- FOURTH MEETING, Dec 5 and 6, 1952 in Department of Energy OpenNet 
System.  































5 節 流浪するビキニの人びと  
移住地からの退避  
 1947 年からエニウェトクで核実験が行なわれるなか、1946 年のクロスロード作戦
終了後も、ビキニの人びとは移住生活が続いていた。 































 1947 年 7 月、信託統治領下に入ってから 2 カ月後の 9 月、ビキニの人びとが置かれ
ていた深刻な状況が、米本土の国民に初めて知れ渡ることとなった。トルーマン大統






た［Weisgal 1994:312］。イッキーズの内部告発から 1 週間後、ビキニの人びとは、
                                                     








1947 年 12 月には立てられていたのである。言わば先約があり、当然ながら、ビキニ
の人びとのウジェランへの移住計画は頓挫した。 
 引き続きビキニの人びとはロンゲリックに留め置かれることとなった。そうしたな
か 1948 年 1 月、米海軍の依頼を受け、ハワイ大学の人類学者レナード・E・メイソン
（Leonard E Mason）が、ロンゲリックの実態調査に入った。1 月 31 日から 2 月 7 日
まで 1 週間にわたり滞在し、Rongerik Report が出された。以下は、同報告の一部抜粋
である。 
 「日曜の朝、‥‥到着したこの日の朝食は、（店にあった最後の食糧）100 ポンド









ためらわなかった」［UH: DU710.9.R6 M3］106。 
 「ココヤシの実は、小さく、ロンゲリックのものは特に味が良くない」［UH: 







摘されている。「1946 年 3 月、ビキニから 15 隻のアウトリガー・カヌーがビキニに
                                                     
104 Mason, Leonard Rongerik Report, 1948, p.1-2 at University of Hawaii, Manoa Library. 
105 Mason, Leonard Rongerik Report, 1948, p.14 at University of Hawaii, Manoa Library. 
106 Mason, Leonard Rongerik Report, 1948, p. 2 at University of Hawaii, Manoa Library. 
107 Mason, Leonard Rongerik Report, 1948, p.14 at University of Hawaii, Manoa Library.  
108 Mason, Leonard Rongerik Report, 1948, p.13 at University of Hawaii, Manoa Library.  



































                                                     
110 Mason, Leonard Rongerik Report, 1948, p.15 at University of Hawaii, Manoa Library. 
111 “Summary of Findings and Recommendations” in Mason, Leonard Rongerik Report, 
1948 at University of Hawaii, Manoa Library. 
















ュダは、1951 年 1 月に語っている［UH: DU710.9 K5.T78］113。クワジェリンを去る
前から「ビキニの人びとの多くは、キリ島への移住を憂慮していた。小さな島で礁湖
がないからである」［Weisgall 1994:313］。 



















113 From: Staff Anthropogist, Marshall District: John E. Tobin, Jr. To: Civil Administrator, 
Marshalls, Subj: Negotiations with the ex-Bikini people, 5 Feb 1951 in “Paper on Kill” 



















で共有された。島の土台が築けないまま 5 年が経過したわけである。 
 キリ島での住民の移住生活が順調に進んでいないことは、米政府機関の耳にも入っ
ていた。太平洋諸島信託統治領の民政官宛てに、1951 年 2 月 5 日付で、人類学者のジ
ョン・E・トービン（John E. Tobin）から、孤島の厳しい生活が、実体験を交え報告さ
れた［UH: DU710.9 K5.T78］114。どのような報告内容であったのだろうか。 








 「アウトリガー・カヌーにお米 3 袋を載せ替え、岸に運ぶことが出来たが、コプラ
は積むことはできなかった」と、トービンは記している。現金収入源となるコプラは
収穫されていたものの、波が高くて、船に積み込むことが出来なかったのである。さ
らに「キリ島の新しいボートは、1 月 13 日にキリ島に打ち寄せた波で流され、載せて
いた計 10 トンのコプラが損失した」ともトービンは記載している。 
                                                     
114 From: Staff Anthropogist, Marshall District: John E. Tobin, Jr. To: Civil Administrator, 
Marshalls, Subj: Negotiations with the ex-Bikini people, 5 Feb 1951 in Pacific Islands 









 翌 1952 年 2 月にも高波が押し寄せ、信託統治領の船がキリ島に近づけず、食糧配




 そうした中 1952 年 4 月 1 日、高等弁務官代理のJ・A マッコネール（J・A McConnell）








 デイビス内務省領土局長は、米原子力委員会のゴードン委員長宛てに、4 月 7 日付
で親書を送り、先に紹介した高等弁務官代理からの手紙を添えた［DOE OpenNet: 
NV0400521］117。4 月 9 日付で、原子力委員会の生物医学部門のM.W.ボイヤーから、







                                                     
115 LETTER TO J P DAVIS, SUBJECT: INQUIRIES CONCERNING CONDITIONS ON 
KILI, Author: MCCONNELL, J.A., 1952 Apr 01 in Department of Energy OpenNet 
System.    
116 LETTER TO J P DAVIS, SUBJECT: INQUIRIES CONCERNING CONDITIONS ON 
KILI, Author: MCCONNELL, J.A., 1952 Apr 01 in Department of Energy OpenNet 
System. 
117 MEMO TO G DEAN, SUBJECT: FORMER INHABITANTS OF BIKINI, Author: 
DAVIS, J. P., 1952 Apr 07 in Department of Energy OpenNet System.   
118 MEMO TO DEAN, SUBJECT: RE THE KILI PEOPLE WILL EVER RETURN TO 
BIKINI THE TEST IN ENIWETOK MAY RESULT IN ITS ELIMINATION, Author: 












 返答がなされた 1952 年 4 月といえば、世界で初めて水爆装置の爆発実験を行なっ
たアイビー作戦より前のことである。しかし、アイビー作戦が実施される前から、そ
の次の核実験計画がすでにねられていた。 








委員会のゴードン委員長に同日付で送っている［DOE OpenNet: NV0404284］120。 








て原子力委員会は内務省側に次のような結論を告げた［DOE OpenNet: NV0103583］。 
                                                     
119 MEMO TO BOYES, SUBJECT: PLIGHT OF THE NATIVES WHO HAD FORMERLY 
INHABITED BIKINI, Author: DEAN, G., 1952 Apr 17 in Department of Energy OpenNet 
System.  
120 LETTER TO G DEAN, SUBJECT: CONVERSATION RE THE PLIGHT OF THE 
BIKINIANS WHO ARE LIVING ON KILI ISLAND, 1952 Apr 17 in Department of Energy 
OpenNet System. 
121 MEMO TO K E FIELDS, SUBJECT SELECTION OF ALTERNATE SITE FOR 




























 1953 年 4 月、国連安保理に「太平洋の実験場は拡大され、エニウェトクと共
に、ビキニが含められ」、「1953 年 4 月 2 日をもって、安全保障上の理由でビ
キニ環礁が閉鎖された」ことが、米国連大使から国際社会に通知された［DOE 
OpenNet: NV0029650］124。 
                                                     
122 AEC MEETING NO. 746, SEPTEMBER 11, 1952, SUBJECT: FUTURE TEST 
PROGRAM, Author: SNAPP, R.B., 1952 Sep 11 in Department of Energy OpenNet 
System. 
123 AEC MEETING NO. 748 2:30 P.M., FRIDAY, SEPTEMBER 12, 1952 - SELECTION 
OF OPERATING CONTRACTOR FOR PORTSMOUTH, Author: SNAPP, R. B., 1952 Sep 
12 in Department of Energy OpenNet System. 
124 LETTER TO SECRETARY GENERAL, SUBJECT: THE TRUST TERRITORY OF 
THE PACIFIC ISLANDS ( BIKINI ATOLL AREA IS CLOSED ), Author: LODGE, H.C., 
1953 Apr 03 in Department of Energy OpenNet System.  
100 
 




 「ビキニの 170 余名の住民は 1946 年、その時実施された軍事実験を前に、避
難させられた。代替えとなる適地の調査および住民との協議を行ない、マーシ
ャル諸島南部のキリ島に、かれらは移住した。住民の福祉に関わる情報を米国










ている［DOE OpenNet: NV0030999］126。 
6 節 不可視化された「国家の犠牲区域」  
 米国側の核実験場の選定過程を検証し、選定された地に暮らしていた住民の「その
後」を重ねながら、本章は論じてきた。 




 続いて 1948 年 4 月から、米国は核実験「サンドストーン作戦」をエニウェトク環
礁で実施したが、「エニウェトクは孤島であり、放射線粒子が風で運ばれる方向は公
海まで距離がある」ことが、エニウェトク選定の一因となった。 
 サンドストーン作戦の終了後、米本土のネバダでも 1951 年から核実験が開始され
た。しかし、水爆開発に着手した米国は、引き続きエニウェトクでも核実験を続けた。
                                                     
125 LETTER TO SECRETARY GENERAL, SUBJECT: THE TRUST TERRITORY OF 
THE PACIFIC ISLANDS ( BIKINI ATOLL AREA IS CLOSED ), Author: LODGE, H.C., 
1953 Apr 03 in Department of Energy OpenNet System. 
126 AEC MEETING NO. 746, SEPTEMBER 11, 1952, SUBJECT: FUTURE TEST 































































3 章 核実験反対の世論と米政府の対応  
1 節 原水爆実験をめぐるもう一つの攻防  
1954年 3 月から 5 月にかけて 6回におよぶ連続核実験キャッスル作戦がおこなわれ










2 節 水爆ブラボー実験  
大量報復戦略  
 米国がマイク実験を実施した 9カ月後、1953年 8月、ソ連は水爆実験に踏み切った。
ソ連が原爆開発に成功し、さらに水爆を保有するにいたった情勢を受け、アイゼンハ


























 キャッスル作戦にむけ、1953 年 3 月 31 日、統合参謀本部の下に、科学者、陸軍、





 キャッスル作戦の第 1 回目はブラボーとの暗号名がつけられた水爆実験であり、
1954 年 3 月 1 日午前 6 時 45 分（現地時間）、ビキニ環礁ナム島沖で計画された。前
日の昼までに、部隊のほぼ全員がビキニ環礁の外に退避し、残ったのは、わずかにヘ
リコプターの乗員、ロスアラモス科学者 1 名、それに発火グループのメンバー5 人だ
った。以下は、発火グループの一員であったオキーフが記したブラボー実験の 1 日で
ある［オキーフ 1983：173～229］。 









 しかし一息ついて周囲を見わたす。爆発から約 10 秒、ランプは赤と緑に不規則に
点滅している。「おい何か変だぞ」、「建物が動いている」。「地面が揺れているん
だ」。今にも壁が割れて海底深くのみこまれても不思議ではない。 
                                                     













物はドラムのように鉄のドアをたたく。「ドアのそばじゃ 1000 ミリレントゲンだ」。 
 「えらいことになった」。無線で司令官に報告。「そんなバカなこと、まちがいだ」










































 3 月 14 日、静かに焼津港に帰った。以上が、大石又七が体験した水爆ブラボー実験
とその直後の様子である。「俺たちは放射能知識がないから、怖さより不安だった」
と、当時の気持ちを大石は回顧する。 








1954 年 3 月厚生省は、太平洋の南方水域で操業した漁船は、全国 5 つの港（塩釜，東
京，三崎，清水，焼津）のいずれかに入港することを義務づけられ［三宅ほか 1976：
138～148、159～164］、港で魚体から 10m 離して放射線測定がおこなわれた。1 分間
あたり 100 カウントを超えた魚が廃棄処分となった。「原子マグロ」や「放射能マグ
ロ」と呼ばれた。5 月に入ると日本近海で捕獲したマグロからも放射線が検出され、
新たに全国 13 港に検査が拡大された。 
 同年 12 月末までに、汚染魚を水揚げした船は、厚生省発表で延べ 856 隻、廃棄さ
れた魚はマグロを中心に 485．7 トンにおよんだ。福竜丸だけでなく日本全国で「被
災船の数は 1000 隻を超える」との指摘が、山下正寿から出されている［高知県ビキ
ニ水爆実験被災調査団 2004、南海放送 2010］。 
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 福竜丸の乗組員は都内に搬送され、入院生活を送っていた。しかし半年後の 9 月 23
日、無線長の久保山愛吉が息をひきとった。隣の病室にいた大石又七は、久保山の最
期を次のように記している［大石 2007：53～59］。 





















しかし、5 月～7 月にかけての俊鶻丸調査で、水爆の爆発点から 1000 キロも 2000 キ
ロも離れてもなお、海水や生物のなかから、核実験に由来する放射性核種が検出され
た［三宅 1972：70］。マーシャル諸島の米核実験で放出された放射性物質が、太平洋













被害者団体協議会 2009：59～68］とも合流し、署名数は国内で 3200 万を超え、世界
的な広がりもみせた。翌 55 年 8 月には原水爆禁止世界大会が、原爆投下から 10 年目
にして広島で初めて開催されるに至ったのである。 














 ビキニ環礁で行われた 1946 年の核実験に参加していた核物理学者のラフル・ラッ
プは、福竜丸を主題にした著書、The Voyage of the Lucky Dragonを 1958年に上梓した。
『福竜丸』と題され同書は日本語にも翻訳された。日本語版への序文のなかで、福竜
丸の意義を、著者のラップは次のように述べている。 















































































                                                     
130 日米両政府の「政治決着」と時を同じくして、厚生省が実施していたマグロ調査が、1954




























4 節 全地球規模の被曝  





from Operation Castle［DOE OpenNet: NV0051383］
 
 
                                                     
135が、1955 年 5 月 17 日付










 日々の放射性降下物の拡がりを示す世界地図が、同観測報告書の Appendix A: 
Maps of Daily Fallout に添付されている。1954 年 3 月 1 日の水爆ブラボー実験の爆
発後、赤道付近に帯状に広がり、3 月 7 日に米本土にも達し、3 月 19 日に赤道をぐる
りと一周したことが記録されている。ブラボー実験の爆発 100 日後の放射性降下物の
135 WORLD-WIDE FALLOUT FROM OPERATION CASTLE, Author: LIST, R.J., 1955 
May 17 in Department of Energy OpenNet System. 
同観測報告書は、当時は機密扱いであったが 1983 年に公開された。しかし公開されたとはい




平均値は 1937d/m/ft2であり、放射性降下物の総量は 4.79 メガキュリーであったと、
同観測報告書の”Chapter 3: Total World-Wide Fallout”に記されている。 
 キャッスル作戦は、水爆ブラボー実験のみならず、6 回のうち 5 回がメガトン136
級の大型核実験であった。1954 年 5 月 4 日に実施された「ヤンキー実験の爆発後、
米国内の 2 つの観測点所（モンタナ州ビリングズとユタ州ソルトレークシティ）で
200,000d/m/ft2 を超える放射能が観測された」と、同観測報告書に記されている



















ちに 1960 年ノーベル化学賞を受賞している。 





137 地球規模の放射性降下物を測定した米国側の記録は、福竜丸に留まらない 1000 隻におよ
ぶ被災船とその乗組員の被曝問題を追及していく手がかりにもなろう。 
138 REPORT ON PROJECT GABRIEL, 1953 Jul 01 in Department of Energy OpenNet 
System. 
139 WORLD-WIDE EFFECTS OF ATOMIC WEAPONS PROJECT SUNSHINE, 1953 Aug 
06 in Department of Energy OpenNet System. 
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トロンチウム 90 の含有量が調べられた。 
 プロジェクト・サンシャインは日本も組み込まれ、試料として人骨などが日本から
も提供されていた。例えば、米科学アカデミー文書館（National Academies Archives）
のABCC関連資料の中に、1954 年 6 月、広島のABCCから原子力委員会のニューヨ
ーク作戦室に、計 44 体の人骨が送付された記録140が残されている［NAA:ABCC］141。
44 体の人骨は、「1952 年 7 月 22 日から 1954 年 2 月 6 日の間に、広島のABCCで検
死解剖された 9 歳から 88 歳までの被験者から得られたものだ」［NAA: ABCC］と、
ABCCのケネス・B・ノーブルは 1959 年 4 月 28 日付の覚書142の中で記している。
ABCCで検死解剖された広島の原爆被害者から骨が集められ、米国に渡っていたので
ある。また 1954 年 3 月から 6 月にかけて、「d. 日本：‥‥長崎大学医学部の病理学
教室教授の林博士から得られた五人の死産児の脊柱と長骨が、ABCCのJ・Kスコット
博士から提供された」［NARA:RG326］143と、1955 年 1 月に発刊された”Project 
Sunshine Chicago Bulletin”に記録されている。 






5 節 マーシャル諸島発の国連請願  
「死に到らしめる兵器の実験をただちに停止すること」  
                                                     
140 Memorandum from J. C. Clarke to Thomas E. Shea, Jr., June 2, 1960 in Bone Sample 
Analysis by AEC-NYOO, Series 15-13, Atomic Bomb Casualty Commission 1945-1982 at 
National Academies Archives.    
141 Bone Sample Analysis by AEC-NYOO, Series 15-13, Atomic Bomb Casualty 
Commission 1945-1982 at National Academies Archives. 
142 Memorandum from Kenneth B. Noble to Gorge B. Darling, Subject: Shipment of bones 
from ABCC to AEC, April 28, 1959 in Box 15-13 Bone Sample Analysis by AEC-NYOO, 
Atomic Bomb Casualty Commission 1945-1982 at National Academies Archives.    
143 “Project Sunshine Chicago Bulletin No.10”, January 10, 1955, Institute for Nuclear 
Studies University of Chicago in File: Project Sunshine Bulletins, Secret/ RD,Records 
Relating to Fallout Monitoring and Studies, compiled 1953-1964, Box 10, Entry P73A, 



















































 マーシャル諸島住民から出された請願は、同年 5 月 6 日に国連信託統治理事会で正
式に受理され、7 月の同理事会の議題にとりあげられ審議に付託された。審議の内容







































 同決議から約１週間経た 1954 年 7 月 23 日、信託統治理事会で米政府代表を務めた
メイソン・シアーズ（Mason Sears）は、国務長官のジョン・フォスター・ダレスに宛


















                                                     
144 Letter from Mason Sears to John Foster Dulles, July 23, 1954 in LETTER TO L L 
STRAUSS, SUBJECT: COPIES OF LETTERS RECEIVED RECENTLY BY THE 
SECRETARY FROM THE U.S. REPRESENTATIVE TO THE U.N., AMBASSADOR 
HENRY CABOT LODGE, JR., & TRUSTEESHIP COUNCIL, MASON SEARS, 1954 Sep 











 米国連大使のヘンリー・カボット・ロッジJrからダレス国務長官に宛てた 1954 年 7














 実際に米政府は 1954 年を契機に、不十分ながら一応の措置は住民にとった。これ
まで米国は無償で核実験場を使用してきたが、1956 年にビキニとエニウェトクの人び
との間で使用協定を締結した。米国政府からビキニの人びとへ 32 万 5 千ドル、エニ
ウェトクの人びとへ 17 万 5 千ドルが支払われ、信託基金がそれぞれ設立された［DOE 
OpenNet:NV0400324］147。 
                                                     
145 Letter from Henry Cabot Lodge Jr. to John Foster Dulles, August 26, 1954 in LETTER 
TO L L STRAUSS, SUBJECT: COPIES OF LETTERS RECEIVED RECENTLY BY THE 
SECRETARY FROM THE U.S. REPRESENTATIVE TO THE U.N., AMBASSADOR 
HENRY CABOT LODGE, JR., & TRUSTEESHIP COUNCIL, MASON SEARS, 1954 Sep 
11 in Department of Energy OpenNet System. 
146 Letter from Walter B. Smith to Lewis L. Strauss, September 11, 1954 in LETTER TO 
L L STRAUSS, SUBJECT: COPIES OF LETTERS RECEIVED RECENTLY BY THE 
SECRETARY FROM THE U.S. REPRESENTATIVE TO THE U.N., AMBASSADOR 
HENRY CABOT LODGE, JR., & TRUSTEESHIP COUNCIL, MASON SEARS, 1954 Sep 
11 in Department of Energy OpenNet System. 
147 LETTER TO P OLIVER, SUBJECT: REFERING TO AUGUST 12TH LETTER 
REQUESTING INFORMATION ON EARLIER PAYMENTS TO INDIVIDUALS OR 
118 
 
 原水爆実験への異議申し立ての世論を呼び起こした、キャッスル作戦は 1954 年 3













いやむしろその回数は増加した。1954 年から 55 年にかけてソ連は引き続きセミパラ
チンスクを舞台に核実験を続け、それに対し、米国は 1955 年にネバダで「ティーポ
ット作戦」を実施するなどした。そして翌 1956 年 5 月 4 日から 7 月 21 日にかけて、







年春から核実験を開始する。……重大な放射性降下物が、1956 年 3 月 1 日に告知
した危険区域の枠内に留まるよう、様々な予防措置を採る。危険区域内には、合
                                                                                                                                                       
COMMUNITIES AFFECTED BY THE NUCLEAR TESTING PROGRAM, Author: 
BROWN, H. U., 1987 Aug 21 in Department of Energy OpenNet System. 
148 SUGGESTIONS FOR INCLUSION IN THE ENVIRONMENTAL IMPACT 
STATEMENT FOR THE ENIWETOK ATOLL CLEANUP, Author: LEACHMAN, R.B., 
1973 Apr 30 in Department of Energy OpenNet System.   
149 LETTER TO L L STRAUSS, SUBJECT: AT THE CONCLUSION OF OPERATION 
CASTLE, THE DANGER AREA SURROUNDING ENIWETOK AND BIKINI ATOLLS 
WAS DISESTABLISHED, Author: HANLON, B.H., 1955 Dec 29 in Department of Energy 
OpenNet System. 
150 Department of Defense and U.S. Atomic Energy Commission, For Release and Safety 
Precautions for Eniwetok Tests Announced in PRESS RELEASE, SUBJECT: PUBLIC 
HEALTH AND SAFETY PRECAUTIONS FOR ENIWETOK TESTS ANNOUNCED, 1956 
































                                                     
151 Kennedy, W.R. Jr., Fallout Forecasting――1945 Through 1962, March 1986 in DOE 
Scientific and Technical Information.  
152 「われわれは理想の条件が整うまで首を縦には振らない。天候が完全でなければ決して強
硬はしない」との訓示が実験場ではなされていた［ハリス 2005：211～211］。実際に実験は




Which Significant Nuclear Fallout Could Have Occurred from the Pacific Providing Grounds 










 さらにハリスがエニウェトクを去った後だが、1956 年 7 月の実験テワのときには、












一部消滅した［DOE OpenNet: NV0044184］154。 





や他の影響で負傷したものはいない」［DOE OpenNet: NV0138778］。 
ハードタック作戦と大衆の目  
                                                     
153 ATOLLS UPON WHICH SIGNIFICANT NUCLEAR FALLOUT COULD HAVE 
OCCURRED FROM THE PACIFIC PROVING GROUNDS DURING ATMOSPHERIC 
TESTING, 1973 Jun 22 in Department of Energy Open Net System.  
154 SUGGESTIONS FOR INCLUSION IN THE ENVIRONMENTAL IMPACT 
STATEMENT FOR THE ENIWETOK ATOLL CLEANUP, Author: LEACHMAN, R.B., 












った」［豊崎 2005：上 391］と、その意義を豊崎博光は指摘する。 











 そうしたなか 1957 年 1 月からソ連が新たな核実験作戦を開始し、米国は同年 6 月
からネバダで連続核実験「プランボブ」作戦を実施し、再びマーシャル諸島で連続核
実験「ハードタック」作戦が 1958 年に敢行された。 
 1958 年 4 月下旬から 8 月中旬にかけて、ビキニ環礁で 10 回、エニウェトク環礁と
その近海で 23 回の実験が実施された。わずか 4 ヶ月弱の間に、レッドウィング作戦
























わけ国務省は気にかけていた［NARA:RG326］159。そのため 1958 年 5 月にはいり、
ハードタック作戦はすでに開始されていたが、日本の総選挙の日程を考慮して、作戦
変更が急遽なされていた。米原子力委員会委員長のルイス・ストラウスが、米上下両
院合同原子力委員会議長のカール・ダラムに宛てた 1958 年 5 月 16 日付の機密信書に
次のようなことが述べられている。 
「国務省の勧告と国防省の同意をもって、原子力委員会は、出力 200 キロトン以上に
およぶおそれがある実験を、エニウェトクの時間で 1958 年 5 月 22 日午後 11 時まで
すべて延期することを第七合同任務部隊に指示したことを、あなたに今伝えたい」、
                                                     
155 “Atomic Energy Commission, Joint AEC-DOD Operation Hardtack Public Information 
Plan, Report to the General Manager by the Director of Division of Information Services” 
p.12 in File: Military Research & Application 7, Hardtack Vol.3, Office of the Secretary 
General Correspondence 1951-58, Entry 67B, Box 208, RG326 at NARA, College Park. 
156 “Atomic Energy Commission, Joint AEC-DOD Operation Hardtack Public Information 
Plan, Report to the General Manager by the Director of Division of Information Services” 
in File: Military Research & Application 7, Hardtack Vol.3, Office of the Secretary General 
Correspondence 1951-58, Entry 67B, Box 208, RG326 at NARA, College Park.  
157 “Atomic Energy Commission, Joint AEC-DOD Operation Hardtack Public Information 
Plan, Report to the General Manager by the Director of Division of Information Services” 
p.5 in File: Military Research & Application 7, Hardtack Vol.3, Office of the Secretary 
General Correspondence 1951-58, Entry 67B, Box 208, RG326 at NARA, College Park. 
158  “Atomic Energy Commission, Joint AEC-DOD Operation Hardtack Public 
Information Plan, Report to the General Manager by the Director of Division of 
Information Services” p.11 in File: Military Research & Application 7, Hardtack Vol.3, 
Office of the Secretary General Correspondence 1951-58, Entry 67B, Box 208, RG326 at 
NARA, College Park. 
159 “Atomic Energy Commission, Joint AEC-DOD Operation Hardtack Public Information 
Plan, Report to the General Manager by the Director of Division of Information Services” 
p.13 in File: Military Research & Application 7, Hardtack Vol.3, Office of the Secretary 
General Correspondence 1951-58, Entry 67B, Box 208, RG326 at NARA, College Park. 
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「延長措置は、1958 年 5 月 22 日に実施予定の日本の総選挙を前にして、考え得る日
米関係におよぼすハードタック作戦の悪影響を最小限にする目的で計画されたもの
である」［NARA:RG326］160。 
 1958 年の総選挙は、55 年体制が確立し初めて迎える第 28 回衆議院議員総選挙であ
った。5 月 22 日に日本の総選挙が実施されることを考慮し、国務省からの進言で、5
月 18 日あるいは 19 日に予定されていたメガトン級の核実験「シカモア」と「イエロ
ーウッド」をはじめ、計 4 回の核実験が延期された。 













（Paul Foster）と、国防長官の特別補佐官を務めるハーバート・ルーパ （ーHerbert Loper）
宛てに 6 月 5 日付で送られている。5 月 22 日に総選挙が終わり、延期されていた核実
験は再開され、「イエローウッド」が 5 月 26 日に実施された。 
 ハードタック作戦の本格実施を前に、1958 年 5 月 1 日、原子力委員会と国防総省は
共同で「健康と安全の保護を第一に考え、太平洋のエニウェトク実験場で核兵器実験
ハードタック作戦を開始する」との記者発表がおこなわれた［DOE OpenNet: 
                                                     
160 Letter from Lewis L. Strauss to Carl T. Durham, May 16, 1958 in File: Military 
Research & Application 7, Hardtack Vol.3, Office of the Secretary General 
Correspondence 1951-58, Entry 67B, Box 208, RG326 at NARA, College Park. 
161 Letter from Lewis L. Strauss to Carl T. Durham, May 16, 1958 in File: Military 
Research & Application 7, Hardtack Vol.3, Office of the Secretary General 
Correspondence 1951-58, Entry 67B, Box 208, RG326 at NARA, College Park. 
162 Letter from Lewis L. Strauss to Carl T. Durham, May 16, 1958 in File: Military 
Research & Application 7, Hardtack Vol.3, Office of the Secretary General 
Correspondence 1951-58, Entry 67B, Box 208, RG326 at NARA, College Park. 
163 Memorandum for Paul F. Foster and Herbert B. Loper from Philip J. Farley, 
“HARDTACK and the Japanese Elections”, June 5, 1958 in File: Military Research & 
Application 7, Hardtack Vol.3, Office of the Secretary General Correspondence 1951-58, 








爆弾」を開発するために核実験が正当化されたのである。1958 年 8 月「水爆の父」と
呼ばれるエドワード・テラーは、アイゼンハワー大統領を訪ね「『きれいな爆弾』が
目覚ましい進歩を遂げた」と報告している［豊崎 2005：上 443］。 
 核実験を実施した第七合同任務部隊が、ハードタック作戦時の放射性降下物の飛散
状況をまとめた報告書Radiological Safety Final Report: Operation Hardtack全 2 巻［DOE 




 例えば 1958 年 5 月 12 日に実施された実験コア（KOA）では「実験場外の最大値は
ロンゲラップで毎時 1.5 ミリレントゲンが記録された」と同報告書に記されている
［DOE OpenNet: NV0411049］167。さらにロンゲラップだけでなく、ウトリックでも
毎時 1.2 ミリレントゲン、ウォットでも毎時 0.23 ミリレントゲン、ウジェランでも毎
時 0.3 ミリレントゲンが、実験コアの後で観測されたことが地図上に示されている。
いずれも無人ではなく、住民が居住している地域である。実験コアでは、またエニウ
ェトク環礁のボカイドリック島が消滅した［DOE OpenNet: NV0044184］168。 
 またエニウェトクの人びとの移住先であるウジェランにも放射性降下物が飛散し
ていたことが確認できる。5 月 5 日にエニウェトクで実施された実験カクタス
（CACTUS）で「実験 1 日後に、ウジェランが、バックグラウンドから 0.3 ミリレン
トゲン上昇した」と記されている［DOE OpenNet:NV0411049］169。また 6 月 28 日に
                                                     
164 PRESS RELEASE, SUBJECT: HEALTH AND SAFETY PRECAUTIONS FOR 
ENEWETAK PROVING GROUND TESTS, 1958 May 01 in DOE OpenNet System. 
165 RADIOLOGICAL SAFETY FINAL REPORT OPERATION HARDTACK VOLUME I , 
JOINT TASK FORCE SEVEN, 1958 Dec 31 in Department of Energy OpenNet System. 
166 RADIOLOGICAL SAFETY FINAL REPORT OPERATION HARDTACK VOLUME II, 
JOINT TASK FORCE SEVEN, 1958 Dec 31 in Department of Energy OpenNet System. 
167 RADIOLOGICAL SAFETY FINAL REPORT OPERATION HARDTACK VOLUME I , 
JOINT TASK FORCE SEVEN, 1958 Dec 31 in Department of Energy OpenNet System. 
168 SUGGESTIONS FOR INCLUSION IN THE ENVIRONMENTAL IMPACT 
STATEMENT FOR THE ENIWETOK ATOLL CLEANUP, Author: LEACHMAN, R.B., 
1973 Apr 30 in Department of Energy OpenNet System. 
169 RADIOLOGICAL SAFETY FINAL REPORT OPERATION HARDTACK VOLUME I - 



























は、米上下両院合同原子力委員会議長のカール・ダラムに宛てた、1958 年 4 月 6 日付
の信書［DOE OpenNet:NV0072483］173で報告している。ハードタック作戦が開始され
る約 3 週間前の決定であった。 
                                                     
170 RADIOLOGICAL SAFETY FINAL REPORT OPERATION HARDTACK VOLUME I - 
JOINT TASK FORCE SEVEN (VOLUME II), 1958 Dec 31 in Department of Energy 
OpenNet System. 
171 NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: SPECIAL SHOTS FOR HARDTACK, 
Author: MCCOOL, W.B., 1958 Apr 09 in Department of Energy OpenNet System. 
172 NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: SPECIAL SHOTS FOR HARDTACK, 
Author: MCCOOL, W.B., 1958 Apr 09 in Department of Energy OpenNet System. 
173 ENCL; From W. F. Libby to Carl T. Durham, 1958 Apr 08 in NOTE BY THE 
SECRETARY, SUBJECT: SPECIAL SHOTS FOR HARDTACK, Author: MCCOOL, W.B., 










は、1958 年 8 月ジョンストン島で 2 度にわたり実施された。1958 年 8 月 1 日核実験
「ティーク」175は上空約 75 キロ、また 8 月 12 日核実験「オレンジ」は上空約 42 キ
ロで、核爆弾が炸裂した。 
 1961 年ジョン・F・ケネディーが米大統領に就任した後も、米ソ間で核実験禁止を









                                                     
174 ENCL; From W. F. Libby to Carl T. Durham, 1958 Apr 08 in NOTE BY THE 
SECRETARY, SUBJECT: SPECIAL SHOTS FOR HARDTACK, Author: MCCOOL, W.B., 
1958 Apr 09 in Department of Energy OpenNet System. 
175 高高度核実験の「『ティーク実験』の光景は、想像を絶するすさまじさであった。大気が
希薄なため爆発によって発生したエックス線、ガンマ線などの放射線は長距離吸収されないで
走り、火の玉はものすごい速さで膨張した。0.3 秒のうちに火の玉の直径は 18 キロにもなり、
3.5 秒で約 30 キロにもなった。大きさだけでなく、吹き上がる速度もすさまじかった。1 秒間
に 1.6 キロという途方もない速度で吹き上がったのである。火の玉をかこんで真っ赤に輝く巨
大な波がとりまき、爆発後 1 分で火の玉は 150 キロの高さまにまでのぼり千キロ以上離れて
いるハワイからも観測された。無線も何千キロにもわたって麻痺してしまった。人工的なオー
ロラも発生し、炸裂地点より三千キロ以上も離れたサモア諸島においても観測された」［オキ






178 CHRON-12 - SUMMARIES OF - TWX'S FROM REEVES TO GEN. BETTS, DETAILS 
OF THE "BLUE STRAW" OPERATION, HIGHLIGHTS OF 14 NOV 61 OFO PROJECT 
LISTING, LASL REPORT LIBRARY, FROM NOVEMBER 1961, Author: CONRAD,J.C., 
1961 Nov 30 in Department of Energy OpenNet System.   
179 CHRON-12 - SUMMARIES OF - TWX'S FROM REEVES TO GEN. BETTS, DETAILS 
OF THE "BLUE STRAW" OPERATION, HIGHLIGHTS OF 14 NOV 61 OFO PROJECT 
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7 節 核実験終了後のエニウェトク  



















                                                                                                                                                       
LISTING, LASL REPORT LIBRARY, FROM NOVEMBER 1961, Author: CONRAD,J.C., 










































表ざたになった180［Micronesia Support Committee 1981:19］。しかし 1968 年 11 月下旬
には、小麦粉・米・砂糖などが再び底をつき、家々の修理に必要な資材は未だに到着
していなかった［Micronesia Support Committee 1981:19］。さらに麻疹や水痘が流行し





















181 From William R. Norwood, High Commissioner, To Hertes John, Magistrate Ujelang, 
Feb 13, 1969 in TT-National Defense-7 “Ujelang Rehabilitation Projects”, Central Files 
1951-71 Trust Territories, Entry 3, Box 417, RG126 at NARA, College Park. 
182 “Eniwetok/Ujeland Trust Agreement, Eniwetok Ex Gratia Payment, Aug 19, 1969” in  
TT-National Defense-7-1 Atomic Energy Commission “Ujelang Rehabilitation Projects” 
(Part 1), Central Files 1951-71 Trust Territories, Entry 3, Box 417, RG126 at NARA, 
College Park. 
183 米政府からエニウェトクの人びとへの金銭の支払いは 2 度目であった。エニウェトクを核
実験場にするにあたり、米国は住民を追い出し、その土地を占有したが、賃貸料に相当するも
のは一切住民側に支払っていなかった。そうしたなか 1956 年 11 月に、「国際の平和と安全
を維持する利益で、米政府がエニウェトク環礁を占有し使用する必要がもはやないと判断され
る時まで、エニウェトク環礁の使用権は米政府が所有する」ことが確認され、その見返りに米
政府が 17 万 5000 ドルをエニウェトクの人びとに支払う使用協定が締結され、うち 15 万ドル
で基金が設立された（TRUST TERRITORY OF THE PACIFIC IS MAJURO MARSHALL 
ISLANDS. AGREEMENT IN PRINCIPLE REGARDING THE USE OF ENEWETAK 
ATOLL, 1956 Nov 19, NV0706532 in Department of Energy OpenNet System）。なお 1969






 しかし、米政府が拠出した 102 万ドルは、”ex gratia”と信託協定第 1 条に規定され
ている。福竜丸の被曝にさいし、米政府が日本政府に早期の政治決着を図ろうと支払






せ」と共に「島を返せ」との要求が公然とあがりはじめていた。1968 年 6 月には、エ
ニウェトクの代表から国連信託統治理事会に、エニウェトクへの帰島を求める請願が
提出された［Micronesia Support Committee 1981:19］。また同年 9 月には、エニウェト
クへの帰島を米大統領と国連信託統治理事会に求める決議が、マーシャル諸島自治議
会で採択されていた［Micronesia Support Committee 1981:19］。 
 しかし住民の帰島要求に、応えることができない事情が米政府側にあった。エニウ
ェトクは核実験終了後、どうなっていたのだろうか。 











185 米エネルギー省のブルース・ワックローズからルース・クルーソンに宛てた 1979 年 7 月
23 日付の覚書に、クワジェリンの劣化ウランをめぐり影響を懸念する声があることが伝えら
れている［CONCERN OVER DEPLETED URANIUM BEING PRESENT IN THE 
KWAJALEIN LAGOON , 1979 Jul 23, NV0706576 in Department of Energy OpenNet 
























散布実験が秘密裏に 1968 年おこなわれた［MIJ 2002.06.07］。 
 さらに 1971 年から、核戦略防衛の一環として、エニウェトクは、米空軍の「太平
洋弾孔作戦」（PACE）の実験場となり、大陸間弾道ミサイルを使った地下基地施設
への攻撃を想定し、その影響と防御方法を探る実験がおこなわれた［豊崎 2005：下






 米空軍は住民の説得に動いた。1973 年 4 月に住民説明会がウジェランで開催され、
「PACE」実験が終わればエニウェトクに帰島させるとの約束が住民になされた












 エニウェトクの土地の軍事利用はついに幕を閉じ、1976 年 9 月、エニウェトクは住
民のもとに返還された［豊崎 2005：下 137］。同年 5 月から米国防総省原子力局が中
心となり、クリーンナップ作戦が実施され、放射能除去作業がおこなわれた［朝日新
聞 1978.09.11］。3 年間で 4000 人の作業員が投入され、1 億ドルの経費がかけられ、























 米国は 1946 年にビキニに核実験場を建設し、土地の住民を追い出し、その土地を
占有したことは前章で見てきたとおりだが、住民側とは何らの協定も結んでいなかっ
                                                     










た。ようやく 1956 年 11 月、米政府が 32 万 5000 ドルをビキニの人びとに支払う使用
協定が締結された［DOE OpenNet: NV0706436］189。「米政府がビキニ環礁を占有し
使用する必要がもはやないと判断される時まで、ビキニ環礁の使用権は米政府が所有













 そうしたなか 1968 年 5 月、「ビキニ環礁は再び人間が居住するのに安全になった」
との調査報告［DOE OpenNet: NV0075978］191が、米原子力委員会が関わりまとめら
れた。同報告を基に、1968 年 8 月、「ビキニは帰島して安全」と、リンドン・B・ジ
ョンソン米大統領の名で「安全」宣言が出された［DOE OpenNet: NV0408361192, 
NV0405607193］。 
 「安全」宣言を受け翌 1969 年、ビキニ環礁の再居住計画194が動き出した。その目
的とすることは「ビキニの人びとを故郷の島々に戻す法的な責任は米国にはないが、
                                                     
189 MEMO TO W WEYZEN, SUBJECT: DOI INTERESTED IN DOING SOMETHING 
ABOUT PL 5-52, Author: CONARD, B, 1978 Mar 06 in Department of Energy OpenNet 
System. 
190 “Preliminary Anthropologist’s Report- Bikini Atoll Survey 1967” Jack A. Tobin in 
NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: RADIOLOGICAL HAZARDS OF 
RESETTLEMENT OF THE BIKINI ATOLL, 1968 Jul 10 in Department of Energy 
OpenNet System. 
191 調査は、1967 年にビキニ環礁で米原子力委員会が実施したもので、放射性核種とその濃度
をガンマ線分光法で測定する手法が採られた。詳しくは、Brief Summary of the Radiological 
Status of the Bikini Atoll, Philip F. Gustafson in NOTE BY THE SECRETARY, 
SUBJECT: RADIOLOGICAL HAZARDS OF RESETTLEMENT OF THE BIKINI ATOLL, 
1968 Jul 10 in Department of Energy OpenNet System. 
192 MEMO TO THE PRESIDENT, SUBJECT: RETURN OF THE BIKINI PEOPLE, 1968 
Jul 25 in Department of Energy OpenNet System. 
193 NEWS RELEASE, SUBJECT: BIKINI RESETTLEMENT PROGRAM RELEASED, 












1.5 ドル。通常 6 ヶ月毎の交代制だったが、おれは続けて 1 年半やった。放射線に対
する心配はなかった。すぐにでもビキニに戻りたかった」。 
 「ビキニのクリーンナップ作戦が完了した」との報告が 1969 年 10 月原子力委員会







ビキニを壊したんだ。ところが島のクリーンナップに使った金は 43 万 5000 ドル。こ
んな馬鹿げた話はない」、「あなたちはビキニを壊すのに 30 億ドルも金を使ったそ
うじゃないか。それなら、おれたちにもそれだけ請求する権利がある」と、帰島をう
ながしにきた原子力委員会にキリ島住民は詰め寄った［前田 1991：213］。1969 年 12
月、ビキニの人びとは、核実験にともなう土地への被害と移住生活の苦難に対する償
いを求め、高等弁務官に 1 億ドルを請求した［Kiste 1974:171］。さらに再調査を求め
る声がビキニの人びとからあがった。 





［DOE OpenNet: NV0411688］197。 
                                                     
195 “Bikini Resettlement Program” in TT-National Defense-7 Atomic Energy Commission 
(Part 9), Central Files 1951-71 Trust Territories, Entry 3, Box 412, RG126 at NARA, 
College Park. 
196 NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: BIKINI: COMPLETION OF CLEANUP, 
Authors: MCCOOL, W.B and GILLER, E.B. 1969 Oct 28 in Department of Energy 
OpenNet System. 
197 LETTER TO R M NIXON, SUBJECT: DETAILED DISCUSSION OF THE PAST 
TRIALS, FEARS, AND SUFFERINGS OF THE BIKINI PEOPLE, WRITTEN WITH 
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 1972 年 10 月、米国側と断続的に交渉を続けていたビキニ自治体は、現時点でビキ
ニに集団帰島はしないとの決議を採択した［Micronesia Support Committee 1981:23］。
同時に個々の帰島は妨げないとの方針が示され、3 家族がまず帰島した。残留放射能
は目に視えるものではなく、故郷に戻りたい一心であった。 




も、原子力委員会安全部門長は 1974 年に手紙199［DOE OpenNet:NV0135789］のなか
で述べている。そうした不確かな状況で「居住は可能」と見切り発車されていたので
ある。 
 1974 年 5 月、ビキニの代表者は集団での帰島を再び拒否し、十分な補償を要求する
とともに、ビキニの建設工事の在り方にも不満を表明した［DOE HSS:C124］200。ビ
キニの再居住計画は「大変微妙な状況」になっていると、そのころ原子力委員会は国





ことを、原子力委員会のトミ ・ーマックローは問題視し、警戒していた［DOE OpenNet: 
NV0071159］203。ビキニの人びとは、全面的な環境調査を要求し、1975 年 10 月、ハ
ワイの連邦地裁に行政命令を出すよう調停を依頼した［DOE OpenNet: NV0402257］204。 
 第 3 者の目がビキニに入り始めるなか、原子力委員会安全部門長（Director, Division 
of Operational Safety）のマーティン・B・バイルス（Martin B. Biles）は、ビキニ環礁
                                                                                                                                                       
INTENTION OF PLACING THE GRIEVANCES OF THE BIKINI PEOPLE BEFORE 
THE U.S, Author: BARRY,H.J. and LICKE,J., 1973 May 04 in Department of Energy 
OpenNet System.   
198 Letter from Martin B. Biles to Edward E. Johnston, June 17 1971 in DOE HSS. 
199 LETTER TO SCARPENTER, SUBJECT: VISIT TO ENEWETAK AND BIKINI 
ATOLLS, Author: BILES, M.B., 1974 Nov 08 in Department of Energy OpenNet System. 
200 “AEC Recognition for Bikini Atoll” in Cross Reference Sheet to SECY-74-682, May 22 
1974 in DOE HSS. 
201 “AEC Recognition for Bikini Atoll” in Cross Reference Sheet to SECY-74-682, May 22 
1974 in DOE HSS. 
202 「ビキニ島の土壌から 1 キログラム当り 6680 ベクレルものセシウム 137 のほか、コバル
ト 60 などが検出され‥‥島民たちが常食しているココヤシの果実からも、1 キログラム当り
8880 ベクレルものセシウム 137 が検出された」［市川 1993：282～283］と、解析した市川
定夫は報告している。 
203 MEMO TO L J DEAL, SUBJECT: SUMMARY OF BIKINI-ENEWETAK 
CONFERENCE, Author: MCCRAW, T.F., 1975 Jan 22 in Department of Energy OpenNet 
System. 
204 CIVIL ACTION, THE PEOPLE OF BIKINI NO. 75-348, VS USA, ET AL, 1975 Oct 09 









出るまで中止することが勧告された。1975 年に追加調査［DOE OpenNet: NV0410293］
206が行われ、ビキニ島で育ったタコノキとパンノキは使用すべきではないとの結論が
導かれた［DOE OpenNet: NV0042166］207。 





 帰島した複数の人びとの尿から 1976 年の調査でプルトニウムが検出された［DOE 








                                                     
205 LETTER TO S CARPENTER, SUBJECT: VISIT TO ENEWETAK AND BIKINI 
ATOLLS, Author: BILES, M.B., 1974 Nov 08 in Department of Energy OpenNet System. 
206 PRELIMINARY EXTERNAL - DOSE ESTIMATES FOR FUTURE BIKINI ATOLL 
INHABITANTS, 1975 Aug 06 in Department of Energy OpenNet System. 
207 MEMO TO DIRECTOR OF TERRITORIAL AFFAIRS, SUBJECT: INTERAGENCY 
MEETING ON BIKINI, DOI, Author: CONRAD, R.A., 1975 Oct 14 in Department of 
Energy OpenNet System. 
208 LETTER TO O DEBRUM, SUBJECT: RECENT FINDING OF PLUTONIUM IN 
URINE SAMPLES FROM SAMPLES FROM SOME OF T HE PEOPLE AT BIKINI YOU 
ASKED FOR ADVICE REGARDING FURTHER BIKINI RESETTLEMENT, Author: 
RAY, R, 1976 Aug 05 in Department of Energy OpenNet System. 
209 MEMO TO HAL HOLLISTER, SUBJECT: SUGGESTED DOE RESPONSES TO 
QUESTIONS ON BIKINI ATOLL RESETTLEMENT, Author: MCCRAW, T.F., 1978 May 
17 in Department of Energy OpenNet System.  
210 MEMO TO HAL HOLLISTER, SUBJECT: SUGGESTED DOE RESPONSES TO 
QUESTIONS ON BIKINI ATOLL RESETTLEMENT, Author: MCCRAW, T.F., 1978 May 















 「あのときどれくらい被曝していたのかわからない」と、5 歳から 7 歳にかけて 2
年間ビキニで暮らしていたヒントン［B-2］は不安を口にする。 
 1978 年 8 月、ビキニはついに再び閉鎖された。帰島者は再びキリ島に戻ったが、「牢
獄の島」とも呼ばれるキリ島で再び生活することを拒んだ人たちがいた。かれらはマ
ジュロ環礁のエジット島に移住した。 











                                                     
211 STATEMENT OF UNDERSTANDING ON THE PART OF THE GOVERNMENT OF 
THE US AND THE GOVERNMENT OF THE TRUST TERRITORY OF THE PACIFIC IS. 
CONCERNING THE MOVE OF PEOPLE OF BIKINI ISLAND, Authors: MILNER, G.R., 
JOSEPH, J., VANCLEVE, R.G., and WINKEL, A., 1978 Aug 31 in Department of Energy 
OpenNet System. 
212 STATEMENT OF UNDERSTANDING ON THE PART OF THE GOVERNMENT OF 
THE US AND THE GOVERNMENT OF THE TRUST TERRITORY OF THE PACIFIC IS. 
CONCERNING THE MOVE OF PEOPLE OF BIKINI ISLAND, Authors: MILNER, G.R., 





















































べき」と安全宣言は取り消された。第一陣が移住してから 6 年目の 1978 年に、ビキ
ニは再び閉鎖されたのである。帰島した複数の人の尿からプルトニウムが検出されて
いた。「安全宣言」は、さらなる核被害の拡大を招く結果となった。 










 4 章 被曝を生き抜くロンゲラップとウトリックの人びと  




















ヒロコも、チマコも、ジョンも、1954 年 3 月 1 日水爆ブラボー実験のときロンゲラ
ップ環礁に居た。ロンゲラップ環礁の本島ロンゲランプ島は、爆心地の東南東約 180




















































































                                                     
213 A report on the people of Rongelap and Utirik relative to medical aspects of the March 
1, 1954 incident injury, examination, and treatment, 1973:81-82 at University of Hawaii, 















米第七合同任務部隊（Joint Task Force Seven）も把握していた。同部隊が記した同年 4
月 12 日付の記録にはガンマ線量が算出されており、ロンゲラップは 100 から 130 レ











た 1969 年 9 月 22 日付の親書［DOE OpenNet: NV0717576］217に、内部被曝の数値が
示されている。 
                                                     
214 MEMO FOR RECORD, SUJBECT: BRAVO EVENT, OPERATION CASTLE, Authors: 
GRAVES, A. C. ; CLARKSON, P. W., 1954 Apr 12 in Department of Energy OpenNet 
System.   
215 LETTER TO E J BAUSER, SUBJECT: MEDICAL STATUS OF MARSHALLESE 
FROM 3/1/54 TEST AT BIKINI, Author: BLOCH,E.J, 1969 Sep 22 in Department of 
Energy OpenNet System. 
216 医学的な放射線被曝の早期障害は、沢田ほか［1999：196～199］を参照した。 
217 LETTER TO E J BAUSER, SUBJECT: MEDICAL STATUS OF MARSHALLESE 
FROM 3/1/54 TEST AT BIKINI, Author: BLOCH,E.J, 1969 Sep 22 in Department of 






175 ラドに相当する外部被曝に加え、600 から 1400 レム（6000 から 14000 ミリシーベ
ルト）に相当する内部被曝を甲状腺に受けたとの推定値が、同親書には記されている。 
さらにより深刻な内部被曝を受けていたことが、1980 年ブルックヘブン米国立研究
所から発表された報告書Thyroid Absorbed dose for people at Rongelap, Utirik and Sifo on 
March 1, 1954 ［DOE OpenNet: NV0403551］218には記されている。ロンゲラップの大
人の住民は、190 ラド（1900 ミリシーベルト）に相当する外部被曝に加え、男性は 1000
ラド（10000 ミリシーベルト）、女性は 1100 ラド（11000 ミリシーベルト）に相当す
る内部被曝を甲状腺に受けたと同報告書では推定されている。さらに 9 歳では 2 倍の





















                                                     
218 THYROID ABSORBED DOSE FOR PEOPLE AT RONGELAP, UTIRIK, AND SIFO 
ON MARCH 1, 1954, Author: LESSARD, E. T. in Department of Energy OpenNet System. 
















アイビー作戦に次ぐ 2 度目のことであった。 
危険区域が設置された過程を記した覚書が、原子力委員会の軍事部門長代理のヴィ
ンセント・G・ヒューストンから、事務局長のケネシー・D・ニクロス宛てに送付さ





験したことから、内務省は原住民の移住を支持せず、東経 166 度 16 分より東に危険
区域は置かないことが決定された」。 








220 From: Edward L. Heller, Subject: Fallout Pattern from First Castle Shot, March 11, 
1954 in Folder: Weapons Tests Pacific Proving Ground (Castle) 1954, JCAEDCCLXX111, 
March 15, 1954, Returned: September 22, 1992, Declassified Records, From the Classified 
Joint Committee on Atomic Energy Executive Session Transcripts, As of 11/24/97, Box 80, 
RG128 at NARA, College Park.  同資料は高橋博子氏から提供を受けたものである。 
221 LETTER TO K D NICHOLS, SUBJECT: CHRONOLOGY OF ESTABLISHMENT OF 
DANGER AREA AROUND PACIFIC PROVING GROUNDS, Author: HUSTON, V.G., 








3 節 米軍基地への収容  
実験後の避難  









は、第七合同任務部隊の第三部隊長（Commander, Task Group 7.3）宛てに報告書［DOE 
OpenNet: NV0410617］223を作成している。1954 年 3 月 5 日付である。同報告書をも
とに退避措置の経過を再現すると次のようになる。 









ゲラップ環礁ロンゲラップ島では、3 月 3 日午前 10 時 45 分に、平均毎時 1473 ミリレ
ントゲン（MR/HR）、最大毎時 1900 ミリレントゲン（MR/HR）の照射線量が観測さ
                                                     
222 “Intelligence Requirements For Joint Task Force Seven” in File: Future Test of Atomic 
Weapons 12, Bulky Package, Central Decimal File 1951-53, 471.6 (4-18-49) Sec. 9 to 471.6 
(10-16-45) B. P. Pt. 1, HM1994, Entry UD10, Box 162, RG218 at NARA, College Park.    
223 “Report from Commanding Officer, to Commander, Task Group 7.3, Evacuation of 
Rongelap and Ailinginae Atolls” in MEMO TO DISTRIBUTION, SUBJECT: REPORTS 
ON EVACUATION OF NATIVES AND SURVEYS OF SEVERAL MARSHALL ISLAND 


























ロンゲラップに続いて、ウトリックにも米駆逐艦が派遣され、3 月 3 日、住民 154
名がクワジェリンに搬送された［DOE OpenNet: NV0410617］224。ウトリックの人び






                                                     
224 “Informal Narrative of Evacuation of Natives from Utrik Atoll, Marshall Islands” in 
MEMO TO DISTRIBUTION, SUBJECT: REPORTS ON EVACUATION OF NATIVES 
AND SURVEYS OF SEVERAL MARSHALL ISLAND ATOLLS, 1954 Apr 09 in 
Department of Energy OpenNet System.  
225 TWX TO FIELDS, SUBJECT: CONCERN ABOUT DECISION NOT TO MAKE A 
RELEASE ON EVACUATION OF NATIVES UNLESS FORCED TO DO SO, Author: 




基地に搬送されたことはその時点では知らなかった［豊崎 2005：上 207］。 
米軍基地での生活  
























                                                     
226 アメリカ人の 28 人とは、ロンゲリック環礁にいた気象観測員である。前章で紹介したビ
キニ環礁にいたオキーフら発火グループのことではない。 
227 TWX TO CLARKSON, SUBJECT: PERSONNEL AND RESIDENTS TRANSPORTED 
FROM NEIGHBORING ATOLLS TO KWAJALEIN ISLAND AS A PRECAUTIONARY 
MEASURE, Author: FIELDS, 1954 Mar 11 in Department of Energy OpenNet System. 
228 TWX TO CLARKSON, SUBJECT: PERSONNEL AND RESIDENTS TRANSPORTED 
FROM NEIGHBORING ATOLLS TO KWAJALEIN ISLAND AS A PRECAUTIONARY 


















































































人びとは、「プロジェクト 4.1」と名づけられた研究の対象にされていた［DOE OpenNet: 
NV0726276, ALLA0007412］229。プロジェクト 4.1 とは、「偶発的に放射性降下物に
著しく被曝した人間の作用にかかわる研究」（Study of Response of Human Beings 
Accidentally Exposed to Significant Fallout Radiation）が正式名称であり、米海軍医のユ
ージン・クロンカイトが指揮をとった。 






















ろう」と発言している［DOE OpenNet: NV0040463］232。 
                                                     
229 STUDY OF RESPONSE OF HUMAN BEINGS ACCIDENTALLY EXPOSED TO 
SIGNIFICANT FALLOUT RADIATION, Author: CRONKITE, E. P et al., 1954 Oct 31 in 
Department of Energy OpenNet System.   
 Study of Response of Human Beings Accidentally Exposed to Significant Fallout 
Radiation, 1954 Apr 29 in Department of Energy OpenNet System.   
230 REPORT TO THE SCIENTIFIC DIRECTOR, OPERATION CASTLE, PROJECT 4.1, 
Author: BOND, V.P. et al. in Department of Energy OpenNet System.  
231 REPORT TO THE SCIENTIFIC DIRECTOR, OPERATION CASTLE, PROJECT 4.1, 
Author: BOND, V.P. et al. in Department of Energy OpenNet System. 
232 THE METABOLISM IN DAIRY COWS OF FISSION PRODUCTS, Author: SQUIRE, 










寄与するデータ収集が、プロジェクト 4.1 のなかで行なわれたことがうかがえる。 

















無視して実験を強行したことがうかがえる［DOE OpenNet: NV0407565］234。  
3 月 1 日午前 6 時 45 分に水爆ブラボー実験は実施されたが、前日「18 時の天気概
況で、風向きが好ましくないとの予測が出された。それにもかかわらず実験の実施が
再度明言された。ただ風向きの再検討が 24 時に再び行なわれることになった」、「24
時（深夜 0 時）、上空 1 万フィートから 2 万 5 千フィート地点の風向きが好ましくな
いことが、天気概況で示された。上空 2 万フィートの風向きは、東方でロンゲラップ
に向いていた」、それでも「実験の実施が再度明言された」。 
                                                     
233 EFFECTS OF NUCLEAR WAR - BETA RADIATION SKIN LESIONS (BETA 
BURNS) FROM FALLOUT RADIATIONS in Department of Energy OpenNet System. 
234 CASTLE SERIES 1954, Authors: MARTIN, E. J. ; ROWLAND, R. H. in Department of 













4 節 米政府による医療監察  
「住むには安全になった」  
水爆ブラボー実験を機に始まったキャッスル作戦は、計 6 回の核実験がおこなわれ







かし、1956 年 1 月 13 日から 14 日にかけて開かれた、第 53 回原子力委員会・生物医
学部諮問委員会（Advisory Committee for Biology and Medicine）の場で、ウトリックの
人びとの帰島が議題に挙げられ、次のような議論が交わされていた［DOE OpenNet: 
NV0750059］236。 
「3 月 1 日の実験場から、はるかに離れたウトリック環礁の住民は、15 レントゲン
の放射線を浴びて退避し、その後帰還した。かれらが住んでいる島は、住むには安全
であるが、世界で群を抜いて最も汚染された場所である（by far the most contamination 
place in the world）。帰島して、環境上の良質のデータが得られることは、大変興味深
                                                     







236 ADVISORY COMMITTEE ON BIOLOGY AND MEDICINE, 1956 Jan 13 in 















































エジット島で避難生活を送るなか、1956 年 5 月 13 日、ブラボー実験のときロンゲ








い」［R-13］と、ジョンは当時を振り返る。1957 年 6 月 4 日、ロンゲラップの人びと
はエジット島を跡にした。 
ロンゲラップの人びとの故郷への帰島をめぐって、原子力委員会の生物医学部門が









に高まることも恐れていた」［豊崎 2005：上 428］と、豊崎博光は指摘する。 




238 LETTER TO R A CONARD, SUBJECT: HEALTH AIDE AT EJIT, Author: HICKING, 
A., 1956 May 21 in Department of Energy OpenNet System. 
239 NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: AEC - RETURN OF RONGELAPESE TO 
THEIR HOME ISLAND, Author: MCCOOL, W. B., 1957 Feb 06 in Department of Energy 
OpenNet System. 
240 NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: AEC - RETURN OF RONGELAPESE TO 





然ながら追跡調査をにらんだ思惑が原子力委員会には働いていた。1956 年 5 月 26 日・
27 日の両日開かれた、第 56 回原子力委員会生物医学部諮問委員会（Advisory 



























                                                     
241 MINUTES 56TH MEETING ADVISORY COMMITTEE FOR BIOLOGY AND 
MEDICINE, MAY 26-27, 1956, Authors: FAILLA,G. et.cl. in Department of Energy 
OpenNet System.  
242 Letter from Delmas H. Nucker to Anthony T. Lausi, July 2, 1957 in File: TT-National 
Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-2), Central Files, 1951-71 Trust Territories, 
Entry 3, Box 415 RG 126 at NARA, College Park. 
243 Letter from C. L. Dunham to D. H. Nucker, June 26, 1959 in File: TT-National Defense 
7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-2), Central Files, 1951-71 Trust Territories, Entry 3, Box 




































年 12 月 22 日、内務省の領土局長宛てに送った手紙のなかで述べている
                                                     
244 Letter from John Anjain to Amata Kabua, Subject: The situation on Rongelap in File: 
TT-National Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-2), Central Files, 1951-71 Trust 
























議会で証言している［豊崎 2005：下 316］。 
「ブラボー直後の 1954 年から 58 年に、被曝した女性の妊娠 3 回に 1 回、つまり 33％
は胎児が死亡した。それに対して、直接被曝していない女性の場合は 14％である。‥







トリーネは、「1960 年代に 2 回死産した。でてきた子どもの頭がとても柔らかくて、
脳が透けて見えた」［R-14］と語る。さらに、レメヨもまた、当時まだ生まれていな
                                                     
245 Letter from D. H. Nucker to Anthony T. Lausi, December 22, 1958 in File: TT-National 
Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-2), Central Files, 1951-71 Trust Territories, 





























ジョンが島を去る 1 年前の 1963 年から、後述する米国の医療監察団の手で甲状腺
異常が発見されるようになった。「アメリカは 1968 年ころから、ニューヨークの病
院に連れて行くようになった。研究所で甲状腺のチェックをする。中には 2 回、3 回

























年からエネルギー調査開発庁（Energy Research and Development Administration:ERDA）、
1977 年からエネルギー省（Department of Energy:DOE）へと引き継がれた。同医療監
察の責任者は、ブルックヘブン国立研究所の医師ロバート・コナードが務めた。退職
する 1979 年までコナードはその地位に就いた。 
医療監察でロンゲラップの人びとは、「被曝者」と「非被曝者」に区分され、それ
ぞれ証明カードが発行された［豊崎 2005：上 431］。ブラボー実験のとき、ロンゲラ

















                                                     
247 MARCH 1957 MEDICAL SURVEY OF RONGELAP AND UTIRIK PEOPLE THREE 
YEARS AFTER EXPOSURE TO RADIOACTIVE FALLOUT, Authors: CONARD, R. A. et 


































                                                     
248 Letter from C. L. Dunham to D. H. Nucker, June 26, 1959 in File: TT-National Defense 
7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-2), Central Files, 1951-71 Trust Territories, Entry 3, Box 
415, RG 126 at NARA, College Park.  
249 “Rongelap Council Meeting of March 2, 1959, Dr. Canard, Dr. Held, and Morriss 
present” in File: TT-National Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-2), Central Files, 






















































1963 年にロンゲラップで実施された医療監察で、甲状腺異常が 3 件発見された［豊
崎 2005：上 566］。被曝してから 9 年目の出来事であった。いずれも被曝当時の子ど
もであり、当時の年齢で 3 歳が二人、4 歳が一人であった。以来、医療監察のたびに、
甲状腺の異常が発見されるようになった。 
1966 年には、医療監察で甲状腺異常が発見された 5 人の女性が渡米し、ブルックヘ
ブン国立研究所で精密検査を受けたのち、摘出手術を受けた[DOE OpenNet: 
                                                     
250 Letter from D. H. Nucler to Anthony T. Lausi, November 14, 1958 and Letter from 
Vern Stephens to Charles L. Dunham, November 16, 1958 in File: TT-National Defense 7, 
Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-2), Central Files, 1951-71 Trust Territories, Entry 3, Box 






月の時点で、ロンゲラップ島で被曝した当時 10 歳未満であった 19 人のうち 17 人か




された［豊崎 2005：上 588］。1969 年には、甲状腺異常が発見されたウトリックの当







1976 年 8 月 10 日コナードは、発表した声明［DOE OpenNet: NV0402939］257で、ウト
リックの甲状腺影響について次のように述べている。「ロンゲラップの人びとに年 1




                                                     
251 MEMO FOR CHAIRMAN SEABORG, ET AL, SUBJECT: RECENT INFORMATION 
ON THE STATUS OF THYROID DISEASE IN THE MARSHALLESE EXPOSED TO 
FALLOUT FROM THE BIKINI TEST OF 3/1/1954, Author: DUNHAM, C. L., 1967 Jan 17 
in Department of Energy OpenNet System. 
252 “The 1968 Annual Medical Survey of the Rongelap People Exposed to Fallout in 1954 
Interim Report” in File: TT-National Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-5), Central 
Files, 1951-71 Trust Territories, Entry 3, Box 416, RG 126 at NARA, College Park. 
253 Letter from Robert A. Conard to Ruth G. Vancleve, April 29, 1968 in File: TT-National 
Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-5), Central Files, 1951-71 Trust Territories, 
Entry 3, Box 416, RG 126 at NARA, College Park. 
254 Letter from Robert A. Conard to Edward E. Johnston, September 17 1969 in File: 
TT-National Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-5), Central Files, 1951-71 Trust 
Territories, Entry 3, Box 416, RG 126 at NARA, College Park. 
255 Brookhaven Team Reports on 1969 Examination of Marshallese Islanders, Hold for 
release, October 15, 1969 in File: TT-National Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-5), 
Central Files, 1951-71 Trust Territories, Entry 3, Box 416, RG 126 at NARA, College 
Park. 
256 Letter from Elizabeth P. Farrington to Edward E. Johnston, August 15 1969 in File: 
TT-National Defense 7, Rongelap & Utirik Atolls (Pt.-5), Central Files, 1951-71 Trust 
Territories, Entry 3, Box 416, RG 126 at NARA, College Park. 
257 STATEMENT CONCERNING UTIRIK GRIEVANCES, Author: CONARD, R. A., 1976 
Aug 10 in Department of Energy OpenNet System. 
165 
 
ブルックヘブン国立研究所から派遣され、1975 年から 76 年にかけて、マーシャル
諸島に常駐した医師のコンラッド・コトラディは、ウトリックの推定線量である「14
ラドの低線量では人体への悪影響は何ら与えない」との考えは「誤りであることは明
白だ」と指摘している［DOE OpenNet: NV0706315］258。 
1984 年調査時までに、ウトリックで被曝した 167 人のうち 17 人から甲状腺異常が
確認され、うち 4 名は癌と診断された［DOE OpenNet: NV0403551］259。さらに 1987
年の調査では、「医師団は、ウトリック島での検診で、被曝、非被曝を問わず、甲状
腺機能低下症が多発していることを見つけ極めて深刻な事態に至っていることを知





















                                                     
258 THE BROOKHAVEN MEDICAL PROGRAM TO DETECT RADIATION EFFECTS IN 
MARSHALLESE PEOPLE, Author: KOTRADY, K.P., 1977 Jan 01 in Department of 
Energy OpenNet System.  
259 THYROID ABSORBED DOSE FOR PEOPLE AT RONGELAP, UTIRIK, AND SIFO 
ON MARCH 1, 1954, Author: LESSARD, E. T. in Department of Energy OpenNet System. 
260 チェトンは、ジョンの弟にあたり、マーシャル諸島自治政府の議員を当時務めていた。 
261 THE BROOKHAVEN MEDICAL PROGRAM TO DETECT RADIATION EFFECTS IN 
MARSHALLESE PEOPLE, Author: KOTRADY, K.P., 1977 Jan 01 in Department of 













出手術を行なう」［豊崎 2005：下 547］と医療監察を批判する。 
甲状腺摘出手術は、治療とは別次元で、過剰に行なわれ、データ収集をしていたの
ではないのかとの疑問が提起されよう。ロンゲラップの人びとの場合、1980 年の時点
で「被曝者集団」84 人中、甲状腺癌と診断されたものは 4 人であったのに対し、摘出
手術は 31 件に及んだ［DOE OpenNet: NV0403551］263。またウトリックの「被曝者集
団」の場合、先に紹介したように「低線量という点から見て、この事例は放射線被曝
















                                                     
262 LETTER TO G STEMPLE, SUBJECT: MEDICAL SURVEILLANCE OF THE 
MARSHALLESE, Author: MERLISS, R. R., 1980 Jul 15 in Department of Energy 
OpenNet System. 
263 THYROID ABSORBED DOSE FOR PEOPLE AT RONGELAP, UTIRIK, AND SIFO 
ON MARCH 1, 1954, Author: LESSARD, E. T. in Department of Energy OpenNet System. 
264 THYROID ABSORBED DOSE FOR PEOPLE AT RONGELAP, UTIRIK, AND SIFO 










5 節  米政府に拒まれた原水禁現地調査  
原水禁世界大会への初参加  
「マーシャル諸島の人びとは今も病気に苦しんでいる。十分な治療を受けられない
ばかりか、年 1 回やってくる AEC 派遣の医師たちによって恰好の研究対象になって
いる」［豊崎 2005：下 19～20］。 




















                                                     
265 STATEMENT CONCERNING UTIRIK GRIEVANCES, Author: CONARD, R. A., 1976 






































中国新聞、共同通信の 4 名の記者が同行した［J-2］。 
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マジュロで被曝したマーシャル人 8 名に表面的な調査を行い、9 日後に去った。医師
の一人である本多喜美は活動家であり、日本の医学界ではほとんど知られていない」、
「多くの新聞が、日本人一行の治療を、論説に書きたて、話題にし、法的策動もあり、
何らかの抑制を効かせなくてはならないと（must be trying to suppress）、信託統治領
政府が非民主的な行動をとった」。 
                                                     
266 Memorandum from D. F. Olsen, Subject: Visit of Japanese Medical Survey Team in 
HOUSE JOURNAL - 16TH DAY (CONCERNING THE CONSTITUENTS FROM THE 
ISLANDS OF RONGELAP AND UTIRIK IN THE MARS HALLS), Author: TAKESY, A. 
R., 1972 Jan 25 in Department of Energy OpenNet System. 
267 NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: REACTIVATION OF THE MEDICAL 
SURVEY TEAM FOR THE MARSHALLESE EXPOSED TO FALLOUT FROM THE " 






































                                                     
268 HOUSE JOURNAL - 16TH DAY (CONCERNING THE CONSTITUENTS FROM THE 
ISLANDS OF RONGELAP AND UTIRIK IN THE MARS HALLS), Author: TAKESY, A. 










































早速ネルソンは日本からの帰路、1975 年 4 月、フィージーで開催された非核太平洋
会議に立ち寄り参加した。「人びとは、ビキニの核爆発による放射線疾患だけでなく、
不十分な医療による影響を被っている」［Honolulu Star Bulletin 1975.04.07］と訴えた。 









片。59 年、上腹部痛、原因不明。62 年、中等度の動脈硬化。63 年、視力減退、軽度
の水晶体混濁。64 年、右眼の視力消失と出血、左眼白内障。66 年、左目白内障摘出。
















の間に不要な不安を招いた」［DOE OpenNet: NV0401343］270。 
                                                     
269 LETTER TO J L LIVERMAN, SUBJECT: JAPANESE PHYSICIANS' INTEREST IN 
THE PEOPLE OF THE MARSHALL ISLANDS, Author: CONARD, R.A., 1976 Jul 27 in 
Department of Energy OpenNet System. 
270 LETTER TO A BALOS, SUBJECT: HEALTH CARE PROGRAM FOR PEOPLE 
LIVING ON RONGELAP, UTIRIK, BIKINI, AND ENIWETOK, Author: LIVERMAN, J. 










1971 年 12 月、原水禁の現地調査が米国から拒まれたことに、マーシャル諸島の現
地住民、さらには在住米人の間からも強い不満が広がっていた［DOE OpenNet: 
NV0402211］271。米国の医療監察に対する批判が強まるなか、原子力委員会は、新た















と、米側に警告していたが［DOE OpenNet: NV0402962］274、3 カ月後実際に、医療監
察のボイコットを住民に呼びかけた。コナードらは、「被曝者」192 人と「比較対照
群」60 人の監察を予定したが、協力が得られたのはわずかに「被曝者」40 人と「比
                                                     
271 TWX TO AMBASSAD, SUBJECT: RE MEDICAL TEAM TO RONGELAP in 
Department of Energy OpenNet System. 
272 EXTRACT FROM SECY-2304 - GM INFORMATION REPORT NO. 60, 1972 Feb 08 in 
Department of Energy OpenNet System. 
273 MEMO TO J L LIVERMAN, SUBJECT: MATERIAL FOR THE 1973 U.N. TRUST 
TERRITORY COUNCIL MEETING, 1973 Apr 26 in Department of Energy OpenNet 
System. 
274 Memorandum from D. F. Olsen, Subject: Visit of Japanese Medical Survey Team in 
HOUSE JOURNAL - 16TH DAY (CONCERNING THE CONSTITUENTS FROM THE 
ISLANDS OF RONGELAP AND UTIRIK IN THE MARS HALLS), Author: TAKESY, A. 
R., 1972 Jan 25 in Department of Energy OpenNet System. 
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較対照群」15 人のみ［DOE OpenNet: NV0409491］275であり、「ロンゲラップでは、






























                                                     
275 NOTE BY THE SECRETARY, SUBJECT: REACTIVATION OF THE MEDICAL 
SURVEY TEAM FOR THE MARSHALLESE EXPOSED TO FALLOUT FROM THE " 
BRAVO " TEST ON MARCH 1, 1954, Author: MCCOOL, W. B. in Department of Energy 
OpenNet System. 
276 MEMO TO J L LIVERMAN, SUBJECT: MATERIAL FOR THE 1973 U.N. TRUST 
TERRITORY COUNCIL MEETING, 1973 Apr 26 in Department of Energy OpenNet 
System. 
277 LETTER TO R CONARD, SUBJECT: TREATMENT OF ATOMIC BOMB VICTIMS 
AND ATTEMPTS TO END THE NUCLEAR THREAT IN THE PACIFIC, Author: 






















3 時間にもおよんだ［DOE OpenNet: NV0402261］278。 
それでも米医師団の説明に納得できなかったウトリック住民は、1976 年 7 月、AEC
の後継機関であるエネルギー研究開発局のロジャー・レイ（Roger Ray）宛てに手紙









                                                     
278 SUMMARY OF MEDICAL FINDINGS OF THE 1976 SURVEY OF THE 
MARSHALLESE EXPOSED TO FALLOUT IN 1954, Author: CONARD, R. A., 1976 Dec 
31 in Department of Energy OpenNet System.  
279 LETTER TO R RAY, SUBJECT: QUESTIONS FROM THE PEOPLE IN UTIRIK 









米国に見せた［DOE OpenNet: NV0401703］281。 
医療監察への反発の声がウトリックからも上がった背景には、米国の平和部隊員と




1976 年 12 月に予定されていた米政府の医療監察は中止された。「クヌーセン医師

















                                                     
280 LETTER TO O DEBRUM, SUBJECT: VISIT OT UTIRIK, Author: CONARD, R. A., 
1976 Oct 07 in Department of Energy OpenNet System. 
281 LETTER TO R SEAMANS, SUBJECT: RE OUR CLIENT: PEOPLE OF UTIRIK 
ATOLL MARSHALL ISLANDS NEGLIGENCE - MARCH 1, 1954, Author: BAKAL, R. G., 
1976 Nov 15 in Department of Energy OpenNet System. 
282 LETTER TO W W BURR, SUBJECT: DECEMBER 1976 MEDICAL SURVEY 
EXPEDITION TO THE ATOLL WAS CANCELLED AS A RESULT OF THEIR CLIENTS 
DEMAND FOR COMPENSATION, Author: CONARD, R. A., 1977 Jan 12 in Department 















ロンゲラップとウトリック両環礁に関する特別委員会の設置法案（House Bill No. 199）






1 年におよぶ調査を経て、1973 年 2 月、ロンゲラップとウトリック両環礁に関する
特別委員会は、報告書A report on the people of Rongelap and Utirik relative to medical 





                                                     
283 HOUSE JOURNAL - 16TH DAY (CONCERNING THE CONSTITUENTS FROM THE 
ISLANDS OF RONGELAP AND UTIRIK IN THE MARS HALLS), Author: TAKESY, A. 
R., 1972 Jan 25 in Department of Energy OpenNet System. 
284 EXTRACT FROM SECY-2304 - GM INFORMATION REPORT NO. 60, 1972 Feb 08 in 
Department of Energy OpenNet System. 
285 “Interim report by the Special Joint Committee Concerning Rongelap and Utirik 
Atolls” 1972:3 at University of Hawaii, Manoa Library.  
286 TWX, SUBJECT: AEC COMMITTEE IS SERIOUSLY CONSIDERING A TRIP TO 
JAPAN TO OBSERVE RADIATION VICTIMS AND SEEK POSSIBLE ASSISTANCE 
FROM CONSULTANTS IN JAPAN in Department of Energy OpenNet System. 
287 A report on the people of Rongelap and Utirik relative to medical aspects of the March 
1, 1954 incident injury, examination, and treatment, 1973 at University of Hawaii, Manoa 





















A Report on Compensation for the People of Rongelap and Utirik Atolls [UH: RA569.T781］
290を 1974 年 2 月にミクロネシア議会に提出した。同報告書を受け、1973 年 4 月には、
ミクロネシア議会で、信託統治領内の放射性降下物被害者法案”Trust Territory Fallout 




的補償要請を行った［DOE OpenNet: NV0402880］292。 
健康管理制度の創設  
                                                     
288 “Guinea Pigs” or Victims of Circumstances? in A report on the people of Rongelap and 
Utirik relative to medical aspects of the March 1, 1954 incident injury, examination, and 
treatment, 1973:133-153 at University of Hawaii, Manoa Library.   
289 Recommendations General Statement in A report on the people of Rongelap and Utirik 
relative to medical aspects of the March 1, 1954 incident injury, examination, and 
treatment, 1973:167-172 at University of Hawaii, Manoa Library.   
290 Compensation for the people of Rongelap and Utirik : a report to the Fifth Congress of 
Micronesia, February 1974 at University of Hawaii, Manoa Library.   
291 FIFTH CONGRESS OF MICRONESIA FIRST REGUALR SESSION, 1973, PUBLIC 
LAW 5-52 - AN ACT, 1973 Dec 31 in Department of Energy OpenNet System. 
292 LETTER TO T. NAKAYAMA AND B. HENRY, SUBJECT: RECENT 
DEVELOPMENTS ON THE WORK OF THE SPECIAL JOINT COMMITTEE 
CONCERNING RONGELAP AND UTIRIK ATOLLS, Author: BALOS, A., 1976 Jul 26 in 



















月 18 日付で送られている。1977 年 3 月 24 日付の手紙の中で、コナードから、信託統
治領政府との 6 月の会合で「マーシャル諸島での医学調査の見直しが要請される」と








の人びとも、健康管理の対象者に加えられた。4 環礁健康管理事業（Four Atolls Health 
                                                     
293 “Programs Affecting the Program” in FALLOUT, THE EXPERIENCES OF A 
MEDICAL TEAM IN THE CARE OF A MARSHALLESE POPULATION ACCIDENTLY 
EXPOSED TO FALLOUT RADIATION, Author: CONARD, R. A, 1992 Sep 30 in 
Department of Energy OpenNet System. 
294 “Background Paper on a Health Plan for the Marshall Islands” annexed in MEMO TO 
MULTIPLE ADDRESSEES, SUBJECT: HEALTH CARE PROGRAM FOR THE 
MARSHALL ISLANDS, Author: WACHHOLZ, B. W., 1980 Aug 19 in Department of 
Energy OpenNet System. 
295 MEMO TO W WEYZEN, ET AL, SUBJECT: RECENT ITEMS MEDICAL PROGRAM 
MARSHALL ISLANDS, Author: CONARD, R. A., 1977 May 27 in Department of Energy 
OpenNet System. 
296 MEMO TO MULTIPLE ADDRESSEES, SUBJECT: HEALTH CARE PROGRAM FOR 
THE MARSHALL ISLANDS, Author: WACHHOLZ, B. W., 1980 Aug 19 in Department of 
Energy OpenNet System. 
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Care Program）、あるいは 177 健康管理事業（177 Health Care Program）とこの制度は
現在呼ばれる。 









1973 年 3 月、ミクロネシア議会特別委員会は、ロンゲラップとウトリックの人びと
の意識調査をアンケート形式で実施した。同アンケート結果は、先に紹介した補償勧
告書［UH: RA569.T781］の中で心理的影響として紹介されている298。 
ロンゲラップの 35 人から回答が寄せられた。1957 年に帰島した後、うち 30 人が「体
調は思わしくない」と答えた。体調不良を多くは感じているものの、何が起こってい
るのか「理解できない」との回答が 23 人にものぼった。回答者の中で「甲状腺の手
術を受けた」と回答したものは 7 人いたが、うち 6 人が「手術後も体調はおもわしく
ない」と答えている。 
また 35 人中、34 人がロンゲラップで採れる「ローカルフードを食べることにまだ
恐れがある」と回答し、「将来、爆弾による病気にかかることを心配している」との






査の結果が小冊子The Meaning of Radiation for Those Atolls in the Northern Part of the 
                                                     
297 Letter from Charles T. Donick to Wallace O. Green, August 8, 1980 attached in MEMO 
TO MULTIPLE ADDRESSEES, SUBJECT: HEALTH CARE PROGRAM FOR THE 
MARSHALL ISLANDS, Author: WACHHOLZ, B. W., 1980 Aug 19 in Department of 
Energy OpenNet System. 
298 Psychological Effects of 1954 Incident in Compensation for the people of Rongelap and 
Utirik : a report to the Fifth Congress of Micronesia, February 1974 at University of 
Hawaii, Manoa Library.   
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つける予定だった」［豊崎 2005：下 276］と指摘している。 
同冊子の中でロンゲラップの調査結果［UH: RA1231.R2 M425 1982］300は、ロンゲ
ラップ島に住んでいる 233 人が、もしロンゲラップ島で採れたものだけを食べ続けた
場合、放射性同位体から「年間最大 400 ミリレム」（4 ミリシーベルト）、30 年間の
積算値では「最大 2500 ミリレム」（25 ミリシーベルト）、「骨髄は最大 3300 ミリレ
ム」（33 ミリシーベルト）の放射線量を受けると推定された。そのうえで「今後 30
年の間で、放射線に起因する癌で亡くなるのは 0.1 から 0.6 人、‥‥健康上の欠陥を















ることが、地図上で示されていたことである［UH: RA1231.R2 M425 1982302, 島田
1994：88］。前章で紹介したように、ビキニは「安全宣言」が一端出されたものの、
1978 年に取り消され、再びビキニは閉鎖されていた。そのような状況下にあるビキニ
                                                     
299 Melelen radiation ilo ailin ko ituion ilo Majol, ko rar etali ilo 1978, U.S. Dept. of 
Energy, 1982 at University of Hawaii, Manoa Library. 
300 Melelen radiation ilo ailin ko ituion ilo Majol, ko rar etali ilo 1978, U.S. Dept. of 
Energy, 1982:38-39 at University of Hawaii, Manoa Library. 
301 MEMO TO E J VALARIO, SUBJECT: DOE INVOLVEMENT IN THE EVACUATION 
OF RONGELAP ATOLL, Authors: MCCRAW, T. F. et.al, 1985 Jul 22 in Department of 
Energy OpenNet System.    
302 Melelen radiation ilo ailin ko ituion ilo Majol, ko rar etali ilo 1978, U.S. Dept. of 



















































［豊崎 2005：下 319］。 
ロンゲラップでは移住にむけた準備が進められ、島のココヤシを数える作業が始め
られた。「将来の賠償請求の時に喪失した資産として計上するため」と、豊崎は指摘
する［豊崎 2005：下 319］。1984 年 5 月、グリーンピースが用意した船、虹の戦士号




翌 5 月 21 日、移住先のクワジェリン環礁メジェット島に到着した。船は 4 回往復し、
5 月 31 日、島に残る資材がすべて移住先に運び込まれた。 
ロンゲラップの人びとの移住に対し、エネルギー省のトミー・マックロー（Tommy 
F. McCraw）は「ロンゲラップ環礁からの立ち退きは、完全に無意味な行動のように
見える」［DOE OpenNet: NV0400171］303と、同僚に宛てた 1985 年 7 月 22 日付の覚
書のなかで述べている。しかし、トミー・マックロー自身、1982 年 12 月には、ロン
ゲラップ北部の「摂取制限は強化される必要がある」との見解をエネルギー省のワッ
クローズらに伝えていた［DOE OpenNet: NV0400171］304。1982 年 7 月の調査［DOE 
OpenNet: NV0400171］305で、1 年前に比べ、ロンゲラップの人びとのセシウム 137 の
体内負荷量が 11 歳以下の女性の間で 82％、成人男性の間で 56%、それぞれ顕著に増
加していたからである。 
1982 年 12 月 8 日から 9 日にかけて、マーシャル諸島自治政府代表との会合で、ロ
ーレンス・リバモア国立研究所のウィリアム・L・ロビソン（William L. Robison）か
                                                     
303 MEMO TO E J VALARIO, SUBJECT: DOE INVOLVEMENT IN THE EVACUATION 
OF RONGELAP ATOLL, Authors: MCCRAW, T. F. et.al, 1985 Jul 22 in Department of 
Energy OpenNet System.   
304 Memorandum from Tommy McCraw, Subject: Meeting on DOE/EP Northern 
Marshalls Survey, Dec 16, 1982 in MEMO TO E J VALARIO, SUBJECT: DOE 
INVOLVEMENT IN THE EVACUATION OF RONGELAP ATOLL, Authors: MCCRAW, 
T. F. et.al, 1985 Jul 22 in Department of Energy OpenNet System. 
305 “July 1982 Field Trip Report” enclosed Letter from Edward T. Lessard to Roger Ray, 
Nov 8, 1982 in MEMO TO E J VALARIO, SUBJECT: DOE INVOLVEMENT IN THE 
EVACUATION OF RONGELAP ATOLL, Authors: MCCRAW, T. F. et.al, 1985 Jul 22 in 






















7 節 「サバイバーズ」として生きる  
1986 年にマーシャル諸島共和国が誕生して以降、水爆ブラボーが爆発した 3 月 1
日は、国の公休日になっている。ブラボー実験から半世紀を目前に控えた 2003 年、







                                                     
306 MEMO TO E J VALARIO, SUBJECT: DOE INVOLVEMENT IN THE EVACUATION 
OF RONGELAP ATOLL, Authors: MCCRAW, T. F. et.al, 1985 Jul 22 in Department of 
Energy OpenNet System. 






察制度に着目し、1954 年 3 月 1 日の被曝を基点に、核被害が積み重ねられてきた現実
を示すと共に、その中でもサバイバーズとして生きた被害者の軌跡を明らかにした。 




























































                                                     






5 章『視野の外』に置かれたアイルックの人びと  
1 節 「わたしも被曝した」  






リカ ブラボー」、「アメリカよ 何故無視をする」、「アイルック 無視された半
世紀」、「償いなき半世紀」、「半世紀にわたる心の痛み」などの訴えが、英語やマ
ーシャル語で書かれていた。 

























2 節 「あの時」の証言  
実験寸前の島の様子  
米国は 1954 年 3 月 1 日午前 6 時 45 分（現地時間）、ビキニ環礁のナム島沖でブラ



























                                                     
309 Richard A. House ”Radsafe, Narrative Sequence of Events” included MEMO FOR 
RECORD, BRAVO EVENT, OPERATION CASTLE, Authors: GRAVES, A. C. ; 














































































































Task Force Seven）であった［Hewlett et al. 1989:169-170］。同部隊は、実験翌日の 3
月 2 日、観測航空機「エイブル」（ABLE）を米軍基地があるクワジェリンから飛ば
し、上空から放射線の空中線量測定を行った［DOE OpenNet:NV0410804］310。 
                                                     
310 Richard A. House ”Radsafe, Narrative Sequence of Events” included MEMO FOR 
RECORD, BRAVO EVENT, OPERATION CASTLE, Authors: GRAVES, A. C. ; 





責任者を務めていたリチャード・Ａ・ハウス（Richard A. House）が記した”Discussion 
of Off-Site Fallout”と題した報告書［DOE OpenNet:NV0410804］311には、次のような興
味深い指摘がなされている。 
「何らかの影響がある放射性降下物を受けた有人環礁は、（ロンゲラップとウトリ
ック以外では）その他唯一、アイルックであった。3 月 2 日 18 時 45 分時点で、エイ













性降下物の到達時間をまとめた表が、1954 年 4 月 12 日付で米第七合同任務部隊の司
令部が作成した覚書に所収されている［DOE OpenNet: NV0410202］314。ブラボーの
爆発から「27.1 時間」後に、アイルックに放射性降下物が達したことが同表から読み
とれる。27.1 時間後とは、丸 1 日と 3 時間 6 分後である。つまり、現地の 3 月 2 日午




                                                     
311 Richard A. House ”Discussion of Off-Site Fallout” included MEMO FOR RECORD, 
BRAVO EVENT, OPERATION CASTLE, Authors: GRAVES, A. C. ; CLARKSON, P. W., 
1954 Apr 12 in Department of Energy OpenNet System..  
312 （ ）は原文にはないが、内容理解のために筆者が補記したものである。 
313 星正治氏からは、2004 年 3 月 10 日筆者が広島大学原爆放射線医科学研究所で発表をした
際、また今中哲二氏からは、2005 年 8 月 5 日筆者がグローバルヒバクシャ研究会で発表した
際に、それぞれ教示いただいた。 
314 R. H. Maynard “Pattern of Fallout Following Bravo Event” in MEMO FOR RECORD, 
SUBJECT: OPERATION CASTLE, SHOT BRAVO WITH ATTACHMENTS, 1954 Apr 12 




































意識のうちに知らぬ間に被曝していたのである。3 月 1 日クワジェリンにいたキーロ
                                                     
315 A report on the people of Rongelap and Utirik relative to medical aspects of the March 













逐艦（USS RENSHAW DDE 499）であった。同公文書上の記録に沿って要点を再現す
ると、次のようになる。 
米第七合同任務部隊はブラボー実験から 5 日後の 3 月 6 日、特別調査団を乗せた米
駆逐艦「レンショー」をアイルックに派遣した。同駆逐艦は、アイルックを含む 4 地
点に立ち寄り、アイルックに到着したのは 3 月 6 日午後 4 時頃であった。特別調査団
一行は、ボートに乗り換え、アイルック環礁の本島であるアイルック島に上陸した。







日 20 時頃、アイルックの状態も検討対象とされた。同地域の人口は 401 人だと報告
された」［DOE OpenNet:NV0410804］317と、第七合同任務部隊の放射線安全管理責任
者であったリチャード・Ａ・ハウスは記している。同報告は、第七合同任務部隊を統





                                                     
316 LETTER TO COMMANDER JTF7, SUBJECT: REPORT ON SOIL AND WATER 
SAMPLING MISSION, 1954 Mar 08 in Department of Energy OpenNet System.  
317 Richard A. House ”Radsafe, Narrative Sequence of Events” included MEMO FOR 
RECORD, BRAVO EVENT, OPERATION CASTLE, Authors: GRAVES, A. C. ; 
CLARKSON, P. W., 1954 Apr 12 in Department of Energy OpenNet System.  
318 MEMO FOR RECORD, BRAVO EVENT, OPERATION CASTLE, Authors: GRAVES, A. 





































                                                     
319 Richard A. House ”Discussion of Off-Site Fallout” included MEMO FOR RECORD, 
BRAVO EVENT, OPERATION CASTLE, Authors: GRAVES, A. C. ; CLARKSON, P. W., 











ことになった」［Government of the RMI 2000: I-2］。 








































































身の成長が止まっている、当時 13 歳の少女が紹介された。また 2004 年の訪問時には、

















腺の腫瘍が見つかった」と言う。そして「ホノルルの軍の病院、Tripler Army Medical 
Center Hospital というところに送られて、手術を受けた。4 ヶ月入院して、X 線やスキ
ャンもした。医師は、『ブラボーを体験したか』だけは聞いてきた。検査結果は知ら
























































































1995 年 2 月、当時駐米マーシャル諸島共和国大使であったウィルフレッド・ケンド
ル（Wilfred I. KENDALL）は、クリントン大統領のもとに設置された「人体への放射
線被曝実験に関する諮問委員会」（Advisory Committee on Human Radiation 
Experiments）の公聴会に呼ばれ、アイルックにも言及し以下の意見陳述をおこなった






この陳述を受けマーシャル諸島の地元紙 Marshall Islands Journal は、”Forgotten Atoll 
Need Aid” ［MIJ 1995.02.24］と 1 面で報じた。その後も同紙は、”What about Ailuk?”
［MIJ 2000.09.29］、”Ailuk Safe?”［MIJ 2001.04.13］などの記事を掲載した。 
マーシャル諸島共和国政府は、これまでアイルックの被曝問題を米国へ公式に提起
したことはなかった。しかし 2000 年 9 月マーシャル諸島共和国政府が、米議会に提
出した核実験の追加補償措置を求める請願のなかで、健康管理制度（Health Care 





その 3 カ月後の 2004 年 6 月には、住民集会がアイルック本島の教会で開かれた。




























結された自由連合協定（Compact of Free Association）321にさかのぼる。自由連合協定
第 177 条項で、核実験計画の結果生じた損害に対し補償責任があることを米政府は認
めた。補償制度の委細は、同時に締結された自由連合協定第 177 条項の実施協定
（Agreement Between the Government of the United States and the Government of the 
Marshall Islands for the Implementation of Section 177 of the Compact of Free Association以
下、実施協定）で定められ、米政府はマーシャル諸島政府に 1 億 5 千万ドルを支払っ
た（実施協定第 1 条）。 
注目すべきは、実施協定の第 10 条第 1 項に「すべての賠償請求の完全決着」（full 








た問題」と米政府の中ではなっている322。1 億 5 千万ドルの支払いと引き換えに、マ
ーシャル諸島民の賠償請求権は放棄させられ、米国の裁判所に核実験の被害補償を求
め提訴することは難しくなっている（実施協定第 10 条第 2 項の第 12 条）。 
                                                     
320 核実験被害の追加補償を求めるマーシャル諸島側の請願を否定したブッシュ政権の報告書
に対する地元記者の論評は、”Bush Says No to Higher Marshalls Compensation” 
[Marianas Variety 2005.01.10]を参照されたい。 




























6 節 核被害の広がりを認識していた米当局  
隣国へも及んだ可能性 重大な放射性降下物の飛散  
米エネルギー省が所蔵する公文書からは、1970 年代から 80 年代にかけて、アイル
ックにも核被害が及んでいたことを、米エネルギー省（米原子力委員会）自身が認識
していた形跡が浮かびあがってくる。 
1 億 5 千万ドルの支払いで「完全決着」とする枠組みがつくられた核実験補償交渉
の時、マーシャル諸島側は、リキエップ地域を中心に核被害の拡がりを主張した
［Office of the Assistant Secretary Territorial et al. 1980:6］。1980 年 8 月マーシャル諸島
政府から米内務省に送付された書簡の中でも、「マーシャル諸島のすべての環礁が、
核実験計画で放射線被曝していたとの断固たる確信が、マーシャル諸島政府にはあ
る」［DOE OpenNet: NV0402869］323ことが述べられている。 
                                                     
323 Letter from Charles T. Domnick to Wallace O. Green, August 8, 1980 in MEMO TO 
MULTIPLE ADDRESSEES, SUBJECT: HEALTH CARE PROGRAM FOR THE 
MARSHALL ISLANDS, Author: WACHHOLZ, B. W., 1980 Aug 19 in Department of 















が達した可能性のある地域が列挙されている公文書［NV0410289］324が 1973 年 6 月
23 日に作成されている。”Atolls upon Which Significant Nuclear Fallout Could Have 




だと思われる。所収されている”Table 1. Possible Significant Nuclear Fallout from Pacific 
Proving Grounds, Suspected Atolls”［NV0410289］325は、特に興味深い。縦軸に実験名
が、また横軸には重大な放射性降下物が降灰した可能性がある地域が、列挙されてい
る図である。 





ャル諸島共和国の第 2 の都市イバイ島を抱えるクワジェリンの名まで記されている。 
放射性降下物の飛散に伴う核実験被害は、1954 年 3 月 1 日の水爆ブラボー実験に限
っても、米政府が認めている 4 地域だけにとどまらず、アイルックを含むマーシャル
諸島の北部一帯、さらには中部まで広がっていた可能性を同図は教示している。 
                                                                                                                                                       
 
324 ATOLLS UPON WHICH SIGNIFICANT NUCLEAR FALLOUT COULD HAVE 
OCCURED FROM THE PACIFIC PROVING GROUNDS DURING ATMOSPHERIC 
TESTING, 1973 Jun 22 in Department of Energy OpenNet System. 
325 ”Table 1. Possible Significant Nuclear Fallout from Pacific Proving Grounds, 
Suspected Atolls” in ATOLLS UPON WHICH SIGNIFICANT NUCLEAR FALLOUT 
COULD HAVE OCCURED FROM THE PACIFIC PROVING GROUNDS DURING 









識からすれば、驚かされることが更にある。1952 年 11 月 15 日に実施した実験「キン







たとえば医療監察を指揮してきたコナードが 1975 年 9 月 19 日に作成した文書”A 
Review of Personnel Monitoring ”には、紹介してきた”Table 1. Possible Significant Nuclear 




また 1978 年 8 月 22 日に米エネルギー省ネバダ作戦局から出されている文書








る。”Fallout from Pacific Tests”と題された一覧表［NV0706710］328が添付されており、
                                                     
326 “Fallout from Pacific Tests” included in A REVIEW OF PERSONNEL MONITORING 
AT BIKINI, Author: CONARD, R. A, 1975 Sep 19 in Department of Energy OpenNet 
System. 
327 “Historical Information” in MEMO TO ET AL, SUBJECT: OPERATIONS PLAN -- 
NORTHERN MARSHALL ISLANDS RADIOLOGICAL SURVEY in Department of 
Energy OpenNet System. 
328 “Fallout from Pacific Tests” appendix to MEMO TO ET AL, SUBJECT: OPERATIONS 
PLAN -- NORTHERN MARSHALL ISLANDS RADIOLOGICAL SURVEY in Department 




















相の担当官に宛てた 1978 年 10 月 17 日付の書簡［DOE OpenNet:NV0402854］329であ
る。同書簡には、ロンゲラップとウトリック両住民以外に健康管理制度を拡大すれば、
予算がどれくらい必要になるのかが見積もられていた。そしてアイルックの場合、対
象者は 430 人で、船代も含めて 1 回あたり 1600 ドルかかると見積もられている［DOE 
Open Net: NV0402854］330。 
もう一点は、同一人物が 1980年 1月 22日に執筆した、”Increased DOE Responsibilities 
in the Marshall Islands”と題した公文書である［DOE OpenNet: NV0402855］331。健康管
理制度をロンゲラップとウトリック両住民以外に拡大した場合の予算が、同文書にも





                                                     
329 LETTER TO M J CIFRINO, SUBJECT: LONG-RANGE PLANS AND COSTS IN 
PACIFIC, Author: WACHHOLZ, B. W., 1978 Oct 17 in Department of Energy OpenNet 
System.  
330 LETTER TO M J CIFRINO, SUBJECT: LONG-RANGE PLANS AND COSTS IN 
PACIFIC, Author: WACHHOLZ, B. W., 1978 Oct 17 in Department of Energy OpenNet 
System. 
331 INCREASED DOE RESPONSIBILITIES IN THE MARSHALL ISLANDS, Author: 
WACHHOLZ, B. W., 1980 Jan 22 in Department of Energy OpenNet System. 
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た。ブラボー実験の翌年 2 月、米原子力委員会はReport on Effects of High-Yield Nuclear 
Explosionsを発刊し、水爆ブラボーによる放射性降下物は、「風下約 220 マイル（約



















332 引用文中の（ ）は、原文にはないが、内容理解のために筆者が補記した。 
333 A report on the people of Rongelap and Utirik relative to medical aspects of the March 

































































 終章 「視えない」核被害――可視化するアプローチを求めて  











賛され、オバマ大統領には 2009 年 12 月ノーベル平和賞まで授与された。 
















































































































































には太平洋核実験本部が置かれ、ビキニは 23 回に対し、エニウェトクではほぼ 2 倍






















えば 1952 年には、10 メガトンの破壊力に達した核実験マイクがエニウェトクで実施






















































































爆投下に先立ち 1945 年 7 月に実施された核実験「ニューメキシコの経験から、米国
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